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１ 指定管理者の募集について 
 

 県では、埼玉県社会福祉総合センター条例第１６条の規定に基づき、平成１８年

４月から指定管理者制度を導入しています。 
 今回、同条例に基づき、令和８年４月１日から令和１３年３月３１日までの管理

運営を行う指定管理者の募集を行います。 
 埼玉県社会福祉総合センター（以下、「社会福祉総合センター」という。）は、

埼玉県における社会福祉の活動拠点として整備された複合施設である「彩の国すこ

やかプラザ」に設置されており、指定管理に当たっては「彩の国すこやかプラザ」

全体の管理運営を委託します。 
これにより、民間団体を含めた多様な団体の活力や柔軟な発想を生かし、社会福

祉の活動拠点として、利用者本位の柔軟なサービスを提供し、効率的な経営の推進

を図りたいと考えております。 
具体的には、施設認知度の向上、利用者数の増加、利用者満足度の向上、管理運

営経費の一層の節減等が図られることを期待しています。 
 

２ 施設の概要  
 

（１）施設設置の目的・役割 

   社会福祉に関する施策を推進するとともに、県民の社会福祉に関する活動を支

援し、もって県民の福祉の増進に資する。 

 

（２）施設の沿革    

      平成１１年１１月 着工 

      平成１３年 １月 竣工 

   平成１３年 ４月 彩の国すこやかプラザ開設 

      平成１８年 ４月 指定管理者制度導入 

 

（３）施設の所在地 

   さいたま市浦和区針ヶ谷四丁目２番６５号 彩の国すこやかプラザ内 

 

（４）施設の規模 

   「彩の国すこやかプラザ」（鉄筋コンクリート造 地上５階建て）の 

延床面積 ６，８０１．９８㎡のうち、 

公の施設（社会福祉総合センター）部分  

１階部分 １，４３７．６１㎡ 

２階部分 １，３４１．５１㎡ 

３階部分   ５７９．０４㎡ 

４階部分   ５６５．８３㎡ 

５階部分   ３５９．９５㎡ 
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屋上部分    ７０．８４㎡ 

 

合  計 ４，３５４．７８㎡ 

詳しくは、資料１を参照してください。 

 

 
※ 指定管理期間中に大規模改修を行う予定です。 
・工期 令和９年度から令和１０年度にかけて１６か月程度 
・改修方針 フロアごとに改修 
・主な改修内容 照明設備のLED化、給湯設備改修、１～３階の空調設備改修 
・指定管理業務への影響 空調設備改修時には、対象エリアを無人にする必要があ
ります。 
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（参考）「彩の国すこやかプラザ」の概要 

   ① 所在地 さいたま市浦和区針ヶ谷４－２－６５ 

     敷地面積 ５，３６７．１９㎡ 

② 建物 

     鉄筋コンクリート造 地上５階建て 

     延床面積 ６，８０１．９８㎡ 

     （内訳） 

 公の施設（社会福祉総合センター）部分 4,354.78 ㎡ 

行政財産使用許可部分         2,447.2 ㎡ 

③ 開設日 

     平成１３年４月１日 

④ 建物の内訳 

     「彩の国すこやかプラザ」は、公の施設（社会福祉総合センター）と行政財

産使用許可部分の合築施設である。 

⑤ 彩の国すこやかプラザの全体イメージ 

     

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  公の施設（社会福祉総合センター） 

    ・福祉研修センター 

     ・福祉情報センター 

     ・介護すまいる館 

    ・セミナーホール、会議室等 

 行政財産使用許可部分 

 （入居団体） 

・（社福）埼玉県社会福祉協議会 

         福祉人材センター 

         権利擁護センター 

         ボランティアセンター 

    ・（社福）埼玉県共同募金会 

    ・（一財）埼玉県民生委員・児童委員協議会 

    ・（公財）埼玉県老人クラブ連合会 

    ・（一社）埼玉県社会福祉事業共助会 

    ・埼玉県地域婦人会連合会 

    ・（一社）埼玉県歯科医師会 

         口腔保健センター 

    ・（一社）埼玉県セルプセンター協議会 

    ・（一社）埼玉県老人福祉施設協議会 

彩
の
国
す
こ
や
か
プ
ラ
ザ 
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（５）現行の運営体制 

   資料２を参照してください。 

 

（６）施設の利用状況 

   資料３を参照してください。 

 

（７）施設の防災に係る地理的条件 

   洪水浸水想定区域外、土砂災害警戒区域外 

 

３ 管理に当たっての条件 
 

（１）指定管理者が行う業務内容 

  ア 社会福祉総合センターの管理運営に関する業務 

  （ア）セミナーホール、会議室等の貸館業務 

     〔使用料徴収に関する業務を含みます。（埼玉県と毎年度、使用料徴収事務

委託契約を交わしていただきます。なお、この委託事務に係る費用は指定管

理委託料に含まれるものとします。）〕 

  （イ）施設（設備及び物品を含む。）の維持管理に関する業務 

     〔行政財産使用許可部分を含め、彩の国すこやかプラザを一体的に管理して

いただきます。〕 

  （ウ）入居団体等との連絡調整 

     〔埼玉県歯科医師会等の入居団体と彩の国すこやかプラザの運営管理につい

て連絡調整を行う機会を設けていただきます。〕 

  イ 福祉研修センターの運営に関する業務 

  ウ 福祉情報センターの運営に関する業務 

  エ 介護すまいる館の運営に関する業務 

  オ その他 

    指定管理者は、施設の設置目的に反しない範囲内において、事前に県と協議の

上、自主事業を実施することができます。 

  ※ 指定管理業務に関する詳細は、埼玉県社会福祉総合センターの管理に関する基

本協定書（案）（資料４）を参照してください。 

 

（２）管理に要する経費 

   指定管理に係る委託料 

    県は、指定管理業務に必要な経費を、毎年度予算の範囲内において、指定管理

者に委託料として支払います。委託料の具体的な額や支払い時期・方法等は協議

の上、協定で定めます。 

   ※ 過去４か年の県委託料の支出額及びその内容（内訳）については、資料３を

参照してください。 

     なお、指定管理者が管理を行うために必要な経費は、県委託料及び指定管理
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者が行う自主事業等の収入で賄うことになります。原則として、収支が赤字にな

った場合でも県委託料の補てんはありません。 

 

（３）指定予定期間 

   令和８年４月１日から令和１３年３月３１日までの５年間を予定しています。 

 

（４）管理の基準 

  ア 関係する法令、条例及び規則を遵守し、適正に社会福祉総合センターの運営を

行うこと。 

  イ 社会福祉総合センターを含めた彩の国すこやかプラザ全体の施設、設備及び物

品の維持管理を適切に行うこと。 

  ウ 指定管理業務を通じて取得した個人に関する情報を適正に取り扱うこと。 

  ※ 管理の基準を遵守しない場合、指定管理者の指定を取り消すことがあります。 

 

（５）指定管理者と県の役割分担 

   指定管理者と県の役割分担は、原則として次のとおりとします。 

項    目 指定管理者 県 

 施設（設備、備品を含む。）の保守点検 ○  

 施設の維持管理（植栽管理、清掃等を含む。） ○  

 安全衛生管理 ○  

 業務に関連して取得した利用者等の個人に関する情

報の漏えい等による利用者等に対する対応 

 

○ 

 

事故、火災等による施設の損傷の回復 △ 

（自己の責に帰すべき 

事由による場合） 

 

○ 

施設利用者の被災に対する責任
 

 

△ 

（現場での対応） 

 

○ 

 

 県有施設の火災共済保険加入  ○ 

 県有施設の賠償責任保険加入 ○  

 包括的な管理責任  ○ 

 

 ※ その他の指定管理者の役割 

  ○ 指定管理者は、善良なる管理者の注意をもって、社会福祉総合センターを常に

良好な状態に管理する義務を負います。 

  ○ 指定管理者は、施設利用者の被災に対し、現場で対応する責任を有し、施設又

は施設利用者に災害があった場合は、迅速かつ適当な対応を行い、速やかに県に

報告しなければなりません。 
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（６）指定管理業務の継続が困難になった場合における措置に関する事項 

  ア 指定管理者は、指定管理業務の遂行が困難となった場合又はそのおそれが生じ

た場合には、速やかに県に報告しなければなりません。 

  イ 指定管理者の責めに帰すべき事由により指定管理者による適正な施設管理が困

難となった場合又はそのおそれがあると認められる場合には、県は、指定管理者

に対して改善勧告を行い、期間を定めて、改善策の提出及び実施を求めることが

できます。 

    この場合において、指定管理者が当該期間内に改善することができなかったと

きには、県は、指定管理者の指定を取り消すことができます。 

  ウ 指定管理者が県の指示に従わないときや指定管理者の財務状況が著しく悪化す

るなど指定管理業務の継続が困難と認められる場合には、県は、指定管理者の指

定を取り消すことができます。 

  エ イ又はウにより指定管理者の指定を取り消され、県に指定管理者の債務不履行

による損害が生じた場合には、指定を取り消された指定管理者は、県に生じた損

害について賠償の責めを負うこととなります。 

  オ 県又は指定管理者の責めに帰することができない事由により指定管理業務の継

続が困難となった場合には、県と指定管理者は、指定管理業務継続の可否につい

て協議することとします。 

 

（７）委託等の禁止 

   指定管理業務の実施に当たり、業務の全部を第三者に委託し、又は請け負わせる  

ことは認められません。ただし、あらかじめ県の承認を受けた場合には、業務の一

部を第三者に委託し、又は請け負わせることができます。業務の一部委託等を予定

している場合は、申請時に、委託予定業務一覧表を作成し、提出してください。 

 

（８）その他 

  ア 指定管理業務を通じて作成又は取得した文書等の適正な管理・保存に努めるこ

と。  

    イ 指定管理業務を通じて作成又は取得した文書等の情報公開に努めること。 

  ウ 指定管理業務を通じて取得した個人情報について、個人情報の保護に関する法

律並びにその他の個人情報の保護に関する法令、条例及び規則等に基づき適正な

取扱いをすること。 

  エ 指定管理業務の実施に当たり、県内中小企業者の受注機会の増大と県内中小企

業者に配慮した物品等の調達に努めること。 

  オ 指定管理業務の実施に当たり、省エネルギーの徹底と環境負荷の低減に配慮し

た物品等の調達に努めること。 

    カ 指定管理業務の実施に当たり、障害者の雇用の拡大と県内障害者就労施設等に  

配慮した物品等の調達に努めること。 

  キ 指定管理者と協議の上、県が設定する公の施設の管理目標の達成に努めること。 

※ 「管理に当たっての条件」についての細目事項は、協議の上、協定で定めます。 
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４ 申請の手続 
 

（１）申請者の備えるべき資格 

ア 県内に事務所を置く又は置こうとする法人その他の団体（以下「法人等」とい

う。） 

    ただし、次のいずれかに該当する法人等は申請を行うことができません。また、

申請後、指定を受けるまでの間にいずれかに該当することとなった場合、その資

格を失うことになります。 

（ア）地方自治法施行令第１６７条の４の規定により、一般競争入札等の参加            

を制限されている法人等 

（イ）会社更生法に基づく更生手続開始の申立て、又は民事再生法に基づく再生手

続開始の申立てがなされている法人等 

（ウ）埼玉県から入札参加停止措置を受けている法人等 

（エ）法人税、法人都道府県民税、法人事業税、消費税及び地方消費税を滞納して

いる法人等 

（オ）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規

定する暴力団をいう。） 

（カ）暴力団又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。）若しくは暴力

団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団の構成員等」

という。）の統制下にある法人等 

（キ）その代表者等（法人にあってはその役員（非常勤を含む。）及び経営に事実

上参加している者を、その他の団体にあってはその代表者及び運営に事実上参

加している者をいう。）が暴力団の構成員等である法人等 

イ ア（ア）～（キ）に掲げる事項について、該当していない旨の誓約書を提出し

ていただきます。 

ウ 選定委員会委員等、本件業務に従事する本県職員等に対し、本件応募について

の故意による接触を禁じます。なお、故意による接触の事実が認められた場合、

失格になることがあります。 

エ 複数の法人等でグループを構成して申請する場合は、グループの名称及び代表

者を定めて、「グループの協定書又はこれに準ずる書類」（任意様式）を提出し

てください。 

なお、当該グループの構成員は、他のグループの構成員となり、又は単独で申

請を行うことはできません。また、構成員のいずれかが上記ア（ア）～（キ）の

いずれかに該当する場合は、申請をすることができません。 

 

（２）申請の方法 

   申請に当たっては、以下の書類を県に提出していただきます。 

   なお、県が必要と認める場合は、追加資料の提出を求めることがあります。 

  ア 提出書類 

  （ア）指定管理者指定申請書（様式１－１） 
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          （※グループ申請の場合は、様式１－２も併せて提出してください。） 

  （イ）誓約書（（１）アの（ア）～（キ）に該当しないことの誓約書）（様式２） 

  （ウ）法人等の定款若しくは寄附行為及び登記事項証明書（申請日前３か月以内に

取得したもの）又はこれに準ずる書類 

  （エ）法人等の決算関係書類（過去３か年分の事業報告書、財産目録、貸借対照表、

資金収支計算書又はこれに準ずる書類） 

  （オ）法人等の予算関係書類（直近１年分の事業計画書、資金収支計算書又はこれ

に準ずる書類） 

  （カ）法人等の組織及び運営に関する事項を記載した書類（組織図、就業規則、経

理規程、給与規程その他法人等の諸規程類） 

  （キ）設立趣旨、事業内容のパンフレット等法人等の概要がわかるもの 

  （ク）法人税、法人都道府県民税、法人事業税、消費税及び地方消費税の納税証明

書（直近３事業年度分） 

※ 法人税、消費税及び地方消費税は、税務署発行の納税証明書（３の３）を

提出してください。また、法人都道府県民税及び法人事業税は、県税事務所等

発行の直近３事業年度分の納税証明書を提出してください。  

※ 埼玉県内に事業所（本社、支社、支店等）がある法人等については、様式

３（同意書）を提出いただき、納税状況等確認システム（埼玉県が業務におい

て使用する、埼玉県税の納税義務者の納税状況等を確認できるシステムをい

う。）の利用に同意いただくことで、埼玉県が発行する法人県民税及び法人事

業税の納税証明書の提出を原則省略することができます。ただし、納税状況等

確認システムによって納税状況等が確認できない場合は、納税証明書を提出し

てください。  

※ 上記の場合も、法人税、消費税及び地方消費税の納税証明書の提出は省略

できませんので、御注意ください。   

    （ケ）役員の名簿及び履歴を記載した書類 

  （コ）重大な事故又は不祥事に関する報告書（様式４） 

※ 募集開始の日から起算して過去５年間に、申請する団体等（グループ申請

の構成団体を含む。）に以下の事由に該当する場合、その内容及び改善に向

けた対応について記載してください。 

(1)他の団体における指定管理者業務に係る指定の取消し、業務停止命令を

受けた場合 

(2)国、地方自治体における入札参加停止措置を受けた場合 

(3)役員及び従業員において重大な事故又は不祥事*があった場合 

*「埼玉県の契約に係る入札参加停止等の措置要綱」第３条の規定に基づく入

札参加停止の措置要件に該当するもの 

  （サ）類似施設における業務実績を記載した書類（原則として、過去５年間を対象

として記載） 

  （シ）埼玉県社会福祉総合センターの管理に関する事業計画書１（様式５） 

  （ス）埼玉県社会福祉総合センターの管理に関する事業計画書２（様式６－１～６
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－４） 

  （セ）埼玉県社会福祉総合センターの管理に関する事業計画書３（様式７－１～７

－５）（５年間の中期収支計画） 

  （ソ）委託予定業務一覧表（様式８） 

    （※清掃、警備等、個々の具体的業務を第三者へ委託（再委託）する予定があ

る場合、その内容及び委託先の選定方法を記載してください。ただし、業務の

全部を第三者に委託し、又は請け負わせることは認められません。） 

  イ 提出方法 

    申請書類の提出は、電子メールによる提出とします。ただし、電子メールによ

る提出であっても、（ウ）及び（ク）については、持参又は郵送とします。それ

以外の提出書類について、やむを得ず紙での提出を希望する場合は、別途ご相談

ください。電子メールを送付した際は、その旨を電話にてご連絡ください。 

 
【提出先】 

埼玉県庁本庁舎４階 福祉部 社会福祉課 総務・社会福祉担当 
  〒３３０－９３０１ 埼玉県さいたま市浦和区高砂３－１５－１ 
  電話 ０４８－８３０－３２２１（直通） 
  メールアドレス a3270-10@pref.saitama.lg.jp 

  ウ 受付期間 

電子メール及び郵送の場合は、令和７年８月２９日（金）午後５時必着としま

す。郵送の場合は書留としてください。 

持参の場合は、令和７年８月１８日（月）から８月２９日（金）までの平日午

前９時から午後５時までに持参ください。 

  エ その他 

    申請については、一申請者につき一提案に限ります。複数の提案はできません。 

       また、申請書類の提出後は、その内容を変更することはできません。 

 

（３）質問事項の受付 
   募集要項の内容等に関する質問を、次のとおり受け付けます。 

  ア 受付期間  令和７年７月８日（火）～８月５日（火）午後５時まで 

   イ 受付方法  募集要項の内容等に関する質問書（様式９）に記入の上、電子メー

ルで提出してください。 

【電子メールアドレス】 a3270-10@pref.saitama.lg.jp 

   ウ 回答方法  質問及び回答は社会福祉課ホームページ

（http://www.pref.saitama.lg.jp/a0602/shitei-kanri/）において公表します。 

（質問者名は表示しません。） 

 

（４）現地説明会の実施 
   現地説明会を次のとおり開催します。 

   参加希望者は、参加日の２日前（土日を除く）までに、様式１０により社会福祉

課総務・社会福祉担当まで電子メールでお申し込みください。 
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  ア 開催日時  ①令和７年７月２４日（木）午後２時００分開始 

          ②令和７年７月３１日（木）午後２時００分開始 

  イ 集合場所  ①彩の国すこやかプラザ ４階 会議室１ 

          ②彩の国すこやかプラザ ４階 会議室４ 

          （開始時刻の５分前までに集合してください。） 

 

（５）著作権の帰属等 
 事業計画書等の著作権は、申請者に帰属します。ただし、県は、指定管理者の決

定の公表等必要な場合には、事業計画書等の内容を無償で使用できるものとしま

す。なお、提出された書類は理由の如何に関わらず返却しません。 

 

（６）費用の負担 
   申請に要する経費は、申請者の負担とします。 

 

（７）情報公開条例に基づく開示請求 
   提出された申請書類は、埼玉県情報公開条例に基づく開示請求の対象となります。 

（原則として、個人に関する情報や申請者の正当な利益を害するおそれのある情

報を除く） 

 

（８）申請の辞退 
   申請書を提出した後に辞退する場合には、書面により申し出てください。 

 

５ 指定管理者の指定等 
 

（１）指定管理者候補者の選定 
 指定管理者候補者の選定に当たっては、提出された申請書により、一次審査（書

類審査）、二次審査（プレゼンテーション）を行い、（２）の「選定に当たっての

審査基準」に最も適合する申請者を指定管理者候補者とします。 

 

 一次審査の結果は、全ての申請者に文書で通知します。 

 二次審査は、一次審査を通過した申請について、プレゼンテーションを行ってい

ただき、申請書の内容について総合的に審査します。プレゼンテーションは、提出

された応募書類を使用することとし、パソコン等の機材の使用はできません。 

 二次審査の結果は、全ての二次審査参加者に文書で通知します。 

 応募書類に虚偽の記載があった場合は、失格とします。 

 なお、正式に指定管理者として指定されるまでの間に、指定管理者候補者に事故

ある場合等があり、候補者としての資格要件を失ったときは、候補者に対してその

資格を取り消す旨の通知をした後、選定されなかった申請者のうちから新たに指定

管理者候補者を選定する場合があります。 
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（２）選定に当たっての審査基準 
  ア 県民の平等な社会福祉総合センターの利用を確保することができること。 

  イ 関係する法令、条例及び規則を遵守し、適正に社会福祉総合センターの運営を   

行うことができること。 

  ウ 社会福祉総合センターの設置の目的を効果的に達成し、効率的な運営を行うこ   

とができること。 

  エ 指定管理業務を安定して行う経営基盤を有していること。 

  オ 指定管理業務を通じて取得した個人に関する情報の適正な取扱いを確保するこ   

とができること。 

 

（３）主な審査のポイント 
  ア 応募資格に適合しているか。 

  イ 県が設置する公の施設としての役割を適切に担うことができるか。 

・複合施設である社会福祉総合センターを適正に管理運営することができるか。 

   ・設置目的を理解し、管理運営についての適切な方針や考え方が述べられている

か。 

ウ 利用者本位の柔軟なサービスが提供できるか。 

   ・サービス提供についての基本的な考え方は適切か。 

   ・具体的なサービスの向上策や対応策が提案されているか。 

   ・ニーズの把握やその対応策が提案されているか。 

   ・トラブルや苦情処理への対応は適切か。    

エ 事業の効果測定及び自己評価を行う体制が確保されているか。 

  オ 県民の平等利用確保への配慮がされているか。 

   ・利用（参加）受付の方法など県民が利用するに当たっての手続が平等、公平か。 

  カ 効果的かつ効率的な管理を実施できるか。 

   ・計画は現実的な数値か。 

・効果的なＰＲ活動を行う計画か。 

・施設の現状を的確に反映するなど効率的な計画となっているか。 

   ・効果的な業務体制、雇用計画が提案されているか。 

   ・職員研修は適切になされる計画であるか。 

   ・類似施設又は類似事業の運営経験はあるか。 

  キ 法人等の経営基盤が安定しているか。 

   ・過去３年間の決算状況はどうか。 

   ・資金計画等確実な財政基盤はあるか。 

   ・財務諸表のバランスは取れているか。 

  ク 個人に関する情報の適正な取扱いは確保されるか。 

  ・情報の取扱いに対しての基本的な考え方が示されているか。 

  ・適切な情報管理体制が整備されているか。 

  ・従業員に対する周知は十分になされる内容か。 

ケ 危機管理及び業務継続の方策が講じられているか。 
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コ 県内中小企業者、環境、障害者雇用等に配慮した運営方法となっているか。 

サ 指定管理業務に関する県の委託料（算出した額）は適切な額か。 

   ・必要な経費を見積もっているか。 

・適正、的確な収入を計上し、委託料に反映しているか。 

・従来の委託料と比較して効率的な額となっているか。  

  シ 彩の国すこやかプラザの入居団体等との連携がとれる体制となっているか。 

  ス 施設の認知度向上や施設整備の長寿命化につながる提案はあるか。 

  セ 本店又は主たる事務所の所在地は県内か。 

 

（４）選定に当たっての審査方法等 
   一次審査及び二次審査は、埼玉県福祉部社会福祉課が設置する選定委員会が、審  

査基準に基づき審査します。 

   選定委員会は、外部有識者、福祉部副部長等により組織されます。 

   なお、選定委員会の会議は非公開とします。 

 

（５）指定管理者の指定方法 
   指定管理者の指定は、埼玉県議会の議決を経て、文書で埼玉県知事が指定します。 

   なお、指定後速やかに、埼玉県報において告示します。 

 

（６）審査結果の公表 
   指定管理者の指定後に、指定管理者の名称、各選定委員の職・氏名、審査項目

ごとの配点及び各応募者の得点、提案の概要、選定委員の主な意見を県ホームペ

ージで公表します。 

 

（７）申請者に対する自己情報の開示 
   指定管理者の指定告示後に、応募団体が自らの応募分について審査結果の開示

を希望する場合は、評価点数等の情報を提供します。 

 

６ 指定管理者指定後の手続 
 

（１）協定の締結 
   業務内容に関する細目的事項、指定管理に係る委託料に関する事項、管理の基準  

に関する細目的事項等について、指定管理者と県との間で協議の上、協定を締結す

るものとします。 

 

（２）引継ぎ、準備行為の実施 
   指定管理者は県と協議し、指定期間の始期から円滑に指定管理業務が実施できる  

よう、前指定管理者から事務を引き継ぎ、必要な準備行為を行うものとします。 

   なお、引継ぎ及び準備行為に要する経費は、それぞれの負担とします。 
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（３）その他 
   指定管理者が、協定の締結までに次に掲げる事項に該当するときは、その指定を  

取り消し、協定を締結しないことがあります。 

  ア 指定管理者の経営状況の急激な悪化等により、指定管理業務の履行が確実でな 

いと認められるとき。 

  イ 著しく社会的信用を損なう等により、指定管理者としてふさわしくないと認め 

られるとき。 

 

 

７ スケジュール 
 

日   程 内    容 

 ７月８日（火）～８月５日（火）  質問事項の受付期間 

 ７月２４日（木）、７月３１日（木）  現地説明会 

 ８月１８日（月）～８月２９日（金）  申請書の受付期間 

 ９月上旬         一次審査（書類審査） 

 ９月中旬  一次審査結果通知 

１０月上旬     二次審査（プレゼンテーション） 

１０月中旬  二次審査結果通知 

（指定管理者候補者の選定） 

１２月下旬  指定管理者の議決 

（県議会１２月定例会） 

 １月上旬  指定管理者の指定（告示） 

 ３月下旬  協定の締結 

 

８ 問い合わせ先 
 

   埼玉県福祉部社会福祉課 総務・社会福祉担当 

   住 所：〒３３０－９３０１ 埼玉県さいたま市浦和区高砂３－１５－１ 

   電 話：０４８－８３０－３２２１ 

   電 子 メ ー ル    ：a3270-10＠pref.saitama.lg.jp 
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様式１－１ 

 

埼玉県社会福祉総合センター指定管理者指定申請書 

 

 

年  月  日  

 

 

 （宛先） 

      埼玉県知事 

 

 

                                    （申請者） 

                   所 在 地         

 

                   名 称                      

 

                   代表者氏名                     

 

 

 

  指定管理者の指定を受けたいので、関係書類を添えて申請します。 
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（申請書添付） 

 

埼玉県社会福祉総合センター指定管理者指定申請書提出書類一覧 

 

                     法人名                

 

 �  №     書類名 

 
１ 

様式１－２ 指定管理者の指定に係るグループによる申請書 

（該当する場合のみ） 

 ２ 様式２ 誓約書 

 
３ 

 法人等の定款若しくは寄附行為及び登記事項証明書（申請日前３

か月以内に取得したもの）又はこれに準ずる書類 

 
４ 

 法人等の決算関係書類（過去３か年分の事業報告書、財産目録、

貸借対照表、資金収支計算書又はこれに準ずる書類） 

 
５ 

 法人等の予算関係書類（直近１年分の事業計画書、資金収支計算

書又はこれに準ずる書類） 

 
６ 

 法人等の組織及び運営に関する事項を記載した書類（組織図、就

業規則、経理規程、給与規程その他法人等の諸規程類） 

 ７  設立趣旨、事業内容のパンフレット等法人の概要がわかるもの 

 

８ 

 法人税、法人都道府県民税、法人事業税、消費税及び地方消費税

の納税証明書（各過去３か年分） 

※ 埼玉県税に関しては様式３の提出でも可 

 ９  役員名簿及び履歴を記載した書類 

 10 様式４ 重大な事故又は不祥事に関する報告書 

 
10 

 類似施設における業務実績を記載した書類（原則として、過去５

年間を対象として記載） 

 11 様式５ 社会福祉総合センターの管理に関する事業計画書１ 

 
12 

様式６－１ 

 ～６－４ 

社会福祉総合センターの管理に関する事業計画書２－１ 

（事業計画）               ～２－４ 

 
13 

様式７－１ 

  ～７－５ 

社会福祉総合センターの管理に関する事業計画書３－１ 

（指定管理期間５年間の中期収支等計画）  ～３－５ 

 
14 

様式８ 委託予定業務一覧表 

 

 ※ �  欄には、提出する書類の項に不備がないかどうか確認し、� 印を付けてくださ  

い。また、様式に定められた項目については、様式に記載し提出してください。 
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様式１－２ 

           （複数の法人等でグループを構成して申請する場合のみ提出） 

 

指定管理者の指定に係るグループによる申請書 

 

１ 埼玉県社会福祉総合センターに係る指定管理者の募集に、下記のとおりグルー  

プで申請します。 

  [グループの名称]                           

 

２ 下記の者を代表者と定め、次の権限を委任します。 

  [代表者]                               

    

記 

１ グループ構成員 
 

 

代表者 

所 在 地  

法 人 等 名  

代表者氏名  

電 話 番 号  
 

 

構成員 

所 在 地  

法 人 等 名  

代表者氏名  

電 話 番 号  
 

 

構成員 

所 在 地  

法 人 等 名  

代表者氏名  

電 話 番 号  

 

２ 代表者への委任事項 

（１）埼玉県社会福祉総合センターの指定管理者申請関係書類の作成及び提出に関す 

る事項 

（２）指定管理者候補者選定に関する面接審査への出席に関する事項 

 

                   法人等名                

                   代表者氏名                     

 

                   法人等名                

                   代表者氏名                     

 

                   法人等名                

                   代表者氏名                     

 

 ※構成員の数によって行数は調整してください。 

 ※「グループの協定書又はこれに準ずる書類」（様式は任意）を添付してください。
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                                                                様式２ 

 

 

誓 約 書 

 

                                            令和  年  月  日 

 

（あて先） 

     埼玉県知事 

 

                （申請者） 

                 所 在 地 

 

                                 名 称 

 

                                 代表者氏名  

 

 

 このたび埼玉県社会福祉総合センター指定管理者の申請に当たり、下記のい

ずれにも該当しない者であることを誓約いたします。 

 

記 

 

１ 地方自治法施行令第１６７条の４の規定により、一般競争入札等の参加を

制限されている法人等 

２ 会社更生法に基づく更生手続開始の申立て、又は民事再生法に基づく再生

手続き開始の申立てがなされている法人等 

３ 埼玉県から入札参加停止措置を受けている法人等 

４ 法人税、法人都道府県民税、法人事業税、消費税又は地方消費税を滞納し

ている法人等 

５ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に

規定する暴力団をいう。） 

６ 暴力団又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。）若しくは暴

力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団の構成

員等」という。）の統制下にある法人等 

７ その代表者等（法人にあってはその役員（非常勤を含む。）及び経営に事

実上参加している者を、その他の団体にあってはその代表者及び運営に事実

上参加している者をいう。）が暴力団の構成員等である法人等 
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様式３ 

 

埼玉県税の納税状況等の確認に関する同意書 

 

年  月  日 

 

埼玉県知事 殿 

 
                     申請者の主たる 
                     事務所の所在地 

                     法人等の名称 

                     代表者の氏名 

 

 埼玉県社会福祉総合センターの指定管理者の指定を申請するにあたり、指定

管理候補者の選定時、また、指定管理者として指定された場合にあっては当該指

定期間中（令和８年４月１日から令和１３年３月３１日までの５年間）に、埼玉

県において、埼玉県税の納税状況等について納税状況等確認システムを用いて

確認することに同意します。 

 

法人番号（13 桁）              

 

 

 

※ 法人番号指定通知書等に記載のある 13 桁の法人番号を記載してください。 

※ 納付後間もないなど、納税状況が本県のシステムで確認できないときは、納

税証明書の提出を求めることがあります。 

※ 埼玉県が発行する納税証明書以外は従来どおり提出してください。 
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様式４ 

重大な事故又は不祥事に関する報告書 

 

                                                    年  月  日 

（あて先） 

     埼玉県知事 

 

                 申請者の主たる 

                 事務所の所在地 

                                 法人等の名称 

                                 代表者の氏名             

 

 埼玉県社会福祉総合センターの指定管理者の指定を申請するに当たり、令和７年７

月３日から起算して過去５年間に生じた重大な事故又は不祥事について、次のとおり

報告します。 

 

１ 重大な事故又は不祥事の有無 

 

 

２ 発生年月日、発生場所、事件又は不祥事の別及びその概要 

 

 

３ 発生時の対応及び帰責事由の有無 

 

 

４ 発生後の対応、策定した再発防止策の内容及び役職員への周知状況 

 

 

５ 現在の状況（紛争継続の有無等） 

 

 

 

※ 重大な事故又は不祥事とは、募集開始の日から起算して過去５年間に、申請する団体等（グループ申請の構成

団体を含む。）の役員又は職員に生じた次のものを指します。 

 ・重大な事故又は不祥事の定義 

  (1) 他の団体における指定管理者業務に係る指定の取り消し、業務停止命令を受けた場合 

  (2) 国、地方自治体における入札参加停止措置を受けた場合 

 (3) 役員及び従業員において重大な事故または不祥事*があった場合 

  *「埼玉県の契約に係る入札参加停止等の措置要綱」第３条に基づき指名停止を行う要件に該当するもの 

※ なお、対象とある応募団体の役員又は職員には、契約社員、派遣社員及び日々雇用職員等の非正規雇用による

職員を含みません。 
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様式５  

 

埼玉県社会福祉総合センターの管理に関する事業計画書 １ 

 

提出年月日 

法 人 等 名 

 

 
１ 指定管理業務を行うに当たっての基本方針 
 
 
２ 管理執行体制 
 
 
３ 社会福祉総合センターの現状評価と将来展望 
 
 
４ サービスの質を向上させるための方策 
 
 
５ 利用者等のニーズの把握及び実現の方策 
 
 
６ 利用者等のトラブルの未然防止と発生時の対処方法 
 
 
７ 個人に関する情報の取扱いについての基本方針 
 
 
８ 危機管理に対する方針 
 
 
９ 事業運営の自己評価の方法 
 
 
10  指定管理業務の継続が困難になった場合の対応方針 
 
 
11  環境への配慮 
 
 
12  その他の提案 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-20-



 

 

事業計画書１（様式５）の記入について 

 

 「社会福祉総合センターの管理に係る事業計画書１」は、社会福祉総合センター

（以下「センター」という。）の設置目的を効果的に達成し、彩の国すこやかプラ

ザを一体的かつ効率的に運営できることがわかるよう、次の点に留意して作成して

ください。 

 

  １ 指定管理業務を行うに当たっての基本方針 

 センターの管理運営を行うに当たっての心構え及び基本方針（よりよいサー

ビスの提供、平等な利用及びより効果的かつ効率的な管理運営の方針等）につ

いて提案してください。 

   

２ 管理執行体制 

責任体制、人員配置、雇用計画及び職員の研修計画について提案してくださ

い。 

 なお、現在雇用されている（社福）埼玉県社会福祉協議会の職員の雇用につ

いて併せて提案を求めます。 

   

３ 社会福祉総合センターの現状評価と将来展望 

      センターの現状をどのようにとらえ、どのような将来像を目指すかについて

提案してください。 

  

４ サービスの質を向上させるための方策 

 基本方針や現状評価を踏まえて、センターの利用者等に対する具体的なサー

ビス向上や認知度向上のための広報・ＰＲの方策について提案してください。 

 類似施設又は類似事業の運営経験を活かした取組があれば、その際の概要及

び成果とともに提案してください。 

    

５ 利用者等のニーズの把握及び実現の方策 

１の基本方針を受けて、センターの利用者等のニーズの具体的な把握及びそ

の実現のための方策について提案してください。 

  

６ 利用者等のトラブルの未然防止と発生時の対処方法 

 センターの利用者等からの苦情や提案等に対する基本的な考え方、具体的な

解決方法について提案してください。 

  

７ 個人に関する情報の取扱いについての基本方針 

 センターの利用者等の個人に関する情報の保護及び適正な管理の基本方針に

ついて提案してください。 

  

８ 危機管理に対する方針 

 事故防止、防災・防犯、不適正な支出及び支払いの遅延の防止、緊急時の対

応などの基本方針について提案してください。 
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９ 事業運営の自己評価の方法 

   １年間の業務を自ら評価するための指標を設定の上、その評価の考え方を示

してください。 

また、自己評価の結果を次年度に反映していくための方策を提案してくださ

い。 

 

10 指定管理業務の継続が困難になった場合の対応方針 

業務を停滞することなく継続させるための方策等について提案してくださ

い。 

 

11 環境への配慮 

センターの管理運営における環境への配慮の取組について提案してくださ

い。 

  

12 その他の提案   

上記以外で、業務処理の工夫改善、その他センターの設置目的を効率的、効

果的に達成する方法等について提案してください。 
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様式６－１  

 

埼玉県社会福祉総合センターの管理に関する事業計画書 ２－１ 

 

提出年月日 

法人等名  

 

＜社会福祉総合センターの管理運営に関する事業計画＞ 

 
１ 貸館業務（会議室等の利用許可事務）の方針 

 

２ 管理目標値の設定等 

（１）会議室稼働率・利用者満足度 

ア 管理目標値の設定 

 

イ 目標達成のための取組について 

① 利用件数・使用料見込み（令和８年度～令和１２年度） 

セミナーホール、会議室等の利用件数、使用料を見込んでください。 

※ 使用料について、消費税率は１０％で算出してください。 

 

② 目標達成のための取組 

 
 

 

 

 

 

 
 

 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 

会議室稼働率 ％以上 ％以上 ％以上 ％以上 ％以上 

利用者満足度 ％ ％ ％ ％ ％ 

室区分  令和８年度  令和９年度  令和１０年度  令和１１年度  令和１２年度  

ｾﾐﾅｰﾎｰﾙ 利用件数          件         件          件          件          件 

 使用料         円         円          円          円          円 

その他 
会議室等 

利用件数         件          件          件          件          件 

 使用料         円          円          円          円          円 

  
 計 

利用件数          件          件          件          件          件 

 使用料          円          円          円          円          円 

※目標達成のための取組について、記入してください。 

-23-



（２）不適切な利用停止・不適切な利用許可取消件数 

ア 不適切な利用停止・不適切な利用許可取消件数を「０」件とするための取組 

 
 

 

 

 

 

 

イ 「０」件とすることができなかった場合の方策 

 

 

 

 

 

 

 

３ 施設、設備及び物品の維持管理 

 

４ 入居団体等との連絡調整 

 

５ その他 

※「０」件とするための取組について、記入してください。 

※「０」件とすることができなかった場合の方策について、記入してください。 
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事業計画書２－１（様式６－１）の記入について 

 

 社会福祉総合センターの管理運営に関する事業計画は、次の点に留意して作成してくだ

さい。 

 

１ 貸館業務（会議室等の利用許可業務）の方針 
  貸館業務に係る職員配置、空き室情報の提供、利用者からの申込受付及び利用許可の手

続などの実施方針について提案してください。 
 
２ 管理目標値の設定等 

（１）会議室稼働率・利用者満足度 

  ア 管理目標値の設定 

    会議室稼働率及び利用者満足度について、管理目標値を設定してください。 

 

  イ 目標達成のための取組について 

    ① セミナーホール、会議室等について、令和８年度から令和１２年度の利用件

数、使用料の見込を記入してください。 

    ② 目標達成のための取組について、記入してください。 

   

（２）不適切な利用停止・不適切な利用許可取消件数 

   「不適切な利用停止」及び「不適切な利用」とは、埼玉県社会福祉総合センタ 

  ー条例第５条第２項、第９条第１項又は埼玉県社会福祉総合センター管理要領第 

  ８条に当たる利用のことです。 

 

ア 不適切な利用停止・不適切な利用許可取消件数を「０」件とするための取組

について、記入してください。 

 

イ 「０」件とすることができなかった場合の方策について、記入してください。 

 
３ 施設、設備及び物品の維持管理 

  利用者に快適かつ安全に施設を利用してもらうための保守点検及び清掃・警備等の維持

管理計画について提案してください。また、修繕費を含めた管理費用の節減方策や長寿命

化についても併せて提案してください。 

    なお、建物を一体的に管理する必要があるので、彩の国すこやかプラザ全体の維持管理

計画としてください。 
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４ 入居団体等との連絡調整 

彩の国すこやかプラザには、社会福祉総合センターのほか、埼玉県歯科医師会、埼玉県

民生委員・児童委員協議会及び埼玉県共同募金会などの団体が入居しています。 
施設の管理運営を円滑に行うため、これらの入居団体等との連絡調整の方策を提案して

ください。 
 

５ その他 

  上記以外で、社会福祉総合センターを効率的に管理・運営するため創意工夫する点な 

 どについて提案してください。 
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様式６－２ 

 

埼玉県社会福祉総合センターの管理に関する事業計画書 ２－２ 

 

提出年月日 

法人等名 

 

＜福祉研修センターの運営に関する事業計画＞ 

 

１ 福祉研修センターの運営方針 

 

２ 管理目標値の設定等 

（１）管理目標値の設定 

 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 

研修受講者数   人   人   人   人   人 
研修受講者満足度   ％   ％   ％   ％   ％ 

 

（２）目標達成のための取組について 

ア 研修内容の検討 

 

イ 実施計画（令和８年度） 

「事業計画書２－２（様式６－２）の記入について」の２（２）イ①、②、③に

ついて共通様式とする。 

研修名 対象者 実施

回数 

延べ

日数 

研修内容 参加予

定者数 

参加費

（円） １日目 ２日目 

        

        

 

「事業計画書２－２（様式６－２）の記入について」の２（２）イ②、③につい

て共通様式とする。 

研修名 参加費収入額 左の積算 

  例）講師謝金○○円、通信費○○○円など 

   

 ※ 参加費を徴収する予定の研修について、すべて記載してください。 

 ※ 民生委員・児童委員を対象とした研修は、参加費徴収はできません。 
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ウ 研修人数・参加費見込（令和８年度～令和１２年度） 
＊ 参加費について、消費税率は１０％で算出してください。 
研修名  対象者 研修内容 令和８

年度 

令和９

年度 

令和10

年度 

令和11

年度 

令和12

年度 

     人   人   人   人   人 
   円    円    円    円    円 

     人   人   人   人   人 
   円    円    円    円    円 

     人   人   人   人   人 
   円    円    円    円    円 

 ※ 実施予定年度欄の上段には、参加予定人数を記入してください。 
 ※ 実施予定年度欄の下段には、一人分の参加費（円）を記入してください。 

 
エ 募集方法等 

 

オ 研修会場の選定方法等 

 
３ その他 
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事業計画書２－２（様式６－２）の記入について 

 福祉研修センターの運営に関する事業計画書は、次の点に留意して作成してください。 

 

１ 福祉研修センターの運営方針 

研修を実施するに当たっての心構え、基本方針（よりよいサービスの提供、より効果

的・効率的な業務実施の方針）を提案してください。 

  

２ 管理目標値の設定等 

（１）管理目標値の設定 

研修受講者数及び研修満足度について、管理目標値を設定してください。 

 

（２）目標達成についての取組について 

ア 研修内容の検討 

行政や関係団体との連携及び検討委員会の設置など、研修内容を福祉現場のニー

ズに対応した有益なものとするための方策について提案してください。 

 

イ 実施計画 

次の研修について令和８年度の実施計画を提案してください。 

① 民生委員・児童委員を対象とした研修（必須） 

Ⅰ）民生委員・児童委員協議会会長及び副会長を対象に、会長及び副会長とし

て必要な指導力を修得させるための研修を含めてください。 

Ⅱ）中堅（２期目以上）の民生委員・児童委員を対象に、相談援助活動等を行

う上で必要な活動力を修得させるための研修を含めてください。 

Ⅲ）新任の民生委員・児童委員を対象にした、相談援助活動等を行う上で必要

な基礎的知識及び技術を修得させるための研修を含めてください。 

※ すべての民生委員・児童委員が３年の任期中に少なくとも１回は研修を受

講できるように配慮してください。 

② 社会福祉事業従事者等を対象とした研修（必須） 

Ⅰ）社会福祉事業従事者として、基礎的知識、専門的知識及び実践的技術を修

得し、福祉サービスの質の向上を図れる研修を行ってください。 

Ⅱ）研修参加者の経験年数や業務内容を踏まえて、福祉現場のニーズにこたえ

られる内容の研修を行ってください。 

※ 施設の種別や職員の階層及び実施回数が偏らず、より多くの施設職員等が

参加できる企画となるよう配慮してください。 

③ 上記ア・イ以外の者を対象とした研修 

※ 上記には含まれない地域福祉活動者等を対象とした研修を提案してくださ

い。 

民生委員・児童委員を対象とした研修を除いて、研修受講者から参加費を
徴収することができます。 

参加費は原則として実費相当額とし、適正な金額を設定してください。 
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【実費徴収できる経費】 
講師謝金、旅費、資料作成費、会場使用料、研修案内の郵送料など。 
なお、研修会場については、社会福祉総合センターに限定するもので

はありません。 

  

ウ 令和８年度～令和１２年度の研修ごとの参加予定人数、参加費の見込を記入して

ください。 

 

エ 募集方法等 

研修開催の周知、参加者の取りまとめ及び受講定員に対する過不足が発生した場

合の対応等について、上記（２）イ①、②、③ごとに提案してください。 

 

オ 研修会場の選定方法等 

研修会場の選定方法、講師の選任方法について提案してください。 

  

３ その他 

  上記以外で、福祉研修センターを効率的に運営するため創意工夫する点などについて

提案してください。 
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                                 様式６－３ 

 

埼玉県社会福祉総合センターの管理に関する事業計画書２－３ 

 

提出年月日 

法人等名 

＜福祉情報センターの運営に関する事業計画＞ 

 

１ 業務の方針 

 

２ 管理目標値の設定等 

（１）管理目標値の設定 

 

（２）目標達成のための取組について 

ア 提供する福祉情報及び提供の方法 

① 社会福祉情報のホームページの管理更新について 

 

② 図書・ＤＶＤ等による福祉情報の収集・提供方法 

 

イ 年間計画 

 

ウ 情報セキュリティ等 

 

３ その他

  令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 

ホームページ  

アクセス件数  

 
件 

 
件 

 
件 

 
件 

 
件 

図書・ＤＶＤ等 

利用者満足度  

 

％ 
 

％ 
 

％ 
 

％ 
 

％ 
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事業計画書２－３（様式６－３）の記入について 

 

福祉情報センターの運営に関する事業計画書は、次の点に留意し作成してください。 

  

１ 業務の方針 

  業務を実施するに当たっての心構え及び基本方針（よりよいサービスの提供、より効

果的かつ効率的な業務実施の方針）を提案してください。 

  

２ 管理目標値の設定等 

（１）管理目標値の設定 

  ホームページアクセス件数、図書・ＤＶＤ等利用者満足度について、管理目標値を

設定してください。 

 

（２）目標達成のための取組について 

ア 提供する情報及び提供の方法 

① 社会福祉情報のホームページの管理更新の方針について提案してください。 

（コンテンツの例示については、別紙参照） 

 

② 図書・ＤＶＤ等による福祉情報の収集・提供方法について提案してください。 

  

イ 年間計画 

業務実施における年間を通してのスケジュールについて提案してください。 

  

ウ 情報セキュリティ等 

コンピュータウイルス発見・感染時に対応する情報セキュリティ対策について提

案してください。 

また、情報利用者のニーズの把握及び安心かつ安全に情報を利用できる方策につ

いて提案してください。 

 

３ その他 

上記以外で、福祉情報センターを効率的に運営するため創意工夫する点などについて

提案してください。
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別紙（コンテンツの例示） 

 コンテンツの名称 内容 

１ 市町村社会福祉協議会 市町村社協の所在地、電話番号、ＵＲＬ等 

２ 民生委員・児童委員制度 民生委員・児童委員の職務、信条 

３ 
地域福祉活動（ボランティア・

市民活動、社会貢献活動等） 

ボランティア情報、社会貢献活動の紹介、福祉活動の

ご案内 

４ 埼玉県福祉人材センター 福祉の求人、求職に関する情報 

５ 生活福祉資金などの貸付制度 各種福祉資金に関する情報 

６ 介護すまいる館（福祉用具） 介護すまいる館に関する情報 

７ 

県内の福祉サービス （１）高齢者施設情報 

   ・さいたま介護ねっと（埼玉県ＨＰ） 

   ・介護サービス情報公表システム（厚生労働省ＨＰ） 

   ・地域包括支援センター（埼玉県ＨＰ） 

（２）障害者福祉施設等情報 

   ・障害者の福祉ガイド（埼玉県ＨＰ） 

   ・障害者福祉サービス事業者情報（ＷＡＭ-ＮＥＴ） 

（３）その他の情報 

   ・医療機関（埼玉県ＨＰ） 

   ・子育て支援情報（埼玉県ＨＰ） 

   ・児童福祉（埼玉県ＨＰ） 

   ・生活困窮者支援（埼玉県ＨＰ） 

８ 

相談窓口 （１）成年後見 

（２）障害者や寝たきりの高齢者の歯科診療 

（３）障害者の職業相談 

（４）手話通訳者・要約筆記奉仕員などの派遣 

（５）児童虐待 

（６）ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス） 

（７）高齢者虐待 

（８）認知症 

（９）母子家庭 

（10）難病（特定疾患） 

（11）薬物 

（12）人権に関する困りごと 

（13）心の健康や悩み 

（14）ホームレス 

（15）消費生活に関する困りごと 

９ 
福祉イベント、福祉助成金の御

案内 

県、県社協、福祉団体等のイベント情報、民間助成団

体からの助成金情報 

１０ 
福祉の図書・ＤＶＤ等の貸出と

販売の御案内 

福祉情報センターで提供している図書・ＤＶＤ等、全

社協の新刊図書等に関する情報 
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様式６－４  

 

埼玉県社会福祉総合センターの管理に関する事業計画書２－４ 

 

提出年月日 

法人等名  

 

＜介護すまいる館の運営に関する事業計画＞ 

 
１ 業務の方針 

 

２ 管理目標値の設定等 
（１）管理目標値の設定 

 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 令和 12 年度 

来館者数    人    人    人    人    人 
相談件数    件    件    件    件    件 
利用者満足度 ％ ％ ％ ％ ％ 
 

（２）目標達成のための取組について 

ア 業務計画 

下記の業務についての実施計画を提案してください。 

① 福祉用具等の利用支援業務 
② ユニバーサルデザイン普及啓発業務 
③ 介護ロボット等の導入促進業務 

④ 福祉用具等に関する研修・普及業務 

⑤ 民間事業者と利用者の媒介業務 

⑥ 市町村・ＮＰＯ団体の活動推進業務 

⑦ 広域的なサービス提供業務 
 

３ その他 
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事業計画書２－４（様式６－４）の記入について 

 

 介護すまいる館の運営に関する事業計画書は、次の点に留意して作成してください。 
 
１ 業務の方針 

業務を実施するに当たっての心構え及び基本方針（よりよいサービスの提供、より効果的か

つ効率的な業務実施の方針）を提案してください。 

 

２ 管理目標の設定等 
（１）管理目標値の設定 

来館者数、相談件数、利用者満足度について、管理目標値を設定してください。 

 

（２）目標達成のための取組について 

ア 業務計画 

介護すまいる館では社会福祉総合センター１Ｆの約４５０㎡のスペースを利用し、約

１，０００点の福祉用具を展示しています。現在の展示スペースを生かし、福祉用具の利

用支援のための方策を提案してください。 
 
① 福祉用具等の利用支援業務 

福祉用具や介護用品及び住宅改修に関して、高齢者や介護する家族等のニーズに応え

る展示方法、情報提供の方策、相談受付方法等について提案してください。 
また、効果的な職員配置について提案してください。 

 
② ユニバーサルデザイン普及啓発業務 

代表的なユニバーサルデザイン製品の展示等を通じ、ユニバーサルデザインの考え方

を広く県民に普及させるための方策について提案してください。 
 
  ③ 介護ロボット等の導入促進業務 

  代表的な介護ロボットの展示等を通じ、介護現場の生産性向上につながる機器の導入

を促進するための方策について提案してください。 
 

④ 福祉用具等に関する研修・普及業務 
ケアマネジャー、ヘルパー、福祉用具販売事業者等の関係事業者や一般県民を対象と

した研修等を通じて福祉用具等利用の普及を図る方策について提案してください。 
 

⑤ 民間事業者と利用者の媒介業務 
福祉用具に関する利用者の要望等を広く受け付け、福祉用具の開発に資する情報をメ

ーカー等へ提供する方策について提案してください。 
 

⑥ 市町村・ＮＰＯ団体の活動推進業務 

-35-



市町村やＮＰＯ等への効果的な情報提供方法や、団体の活動を支援するための方策に

ついて提案してください。 
 

⑦ 広域的なサービス提供業務 
県内のどこに住んでいても、介護すまいる館の機能を利用できるようにするための効

果的な支援の方法を提案してください。また、介護すまいる館をより多くの人に知って

いただく方策についても提案してください。 
 

３ その他 

  上記以外で、介護すまいる館を効率的に運営するため創意工夫する点などについて提案して 

 ください。 
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                                                                  様式７－１ 

 

埼玉県社会福祉総合センターの管理に関する事業計画書３－１ 

 

＜埼玉県社会福祉総合センターの管理に関する５年間の中期収支計画（総括表）＞ 

 

１ 指定管理期間５年間の収支計画の概要（管理費・事業費内訳）を記入してください。 

※ 各年度において、特別に増減すべき理由がある場合は、その金額と理由を記入し

てください。（千円未満四捨五入） 

（１）令和８年度【支出】 管理費       千円 

             事業費       千円 

 

 

 

 

 

（２）令和９年度【支出】 管理費       千円 

             事業費       千円 

 

 

 

 

（３）令和１０年度【支出】 管理費       千円 

              事業費       千円 

 

 

 

 

 

（４）令和１１年度【支出】 管理費       千円 

              事業費       千円 

 

 

 

 

 

（５）令和１２年度【支出】 管理費       千円 

              事業費       千円 

 

 

※増減すべき特別な理由があれば、記入してください。 

（例）ホームページ改修に係る委託料○○○円の増額 

 

 

※増減すべき特別な理由があれば、記入してください。 

 

 

 

※増減すべき特別な理由があれば、記入してください。 

（例）民生委員・児童委員の一斉改選のため、新任民生委員・児童委員研修の実施会場を県内４か

所で行うことによる使賃料○○○円の増額 

 

※増減すべき特別な理由があれば、記入してください。 

 

 

 

※増減すべき特別な理由があれば、記入してください。 
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２ 収支計画案 

   ＊消費税率を１０％として計画してください。 

    （単位：千円） 

区分 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 

 事業収入 

１県 か ら の 委 託 料 （ 提 案 額 ）          

２研修参加費収入 

３その他 

（            ） 

     

   収入合計（Ａ）      

 事業支出 

１管理費 

  給料 

  職員手当 

  福利厚生費 

 退職金積立 

２事業費 

 他需用費 

     消耗品費 

     印刷製本費 

      光熱水費 

     修繕費 

  役務費 

     通信運搬費 

     手数料 

   損害保険料 

使用料及び賃借料            

備品購入費 

  負担金 

  委託料 

  公課費 

     

   支出合計（Ｂ）      

収支（Ａ）－（Ｂ）      

 

 必要に応じて、費目を変更してもかまいません。 
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                                                                  様式７－２ 

埼玉県社会福祉総合センターの管理に関する事業計画書３－２ 

 

＜社会福祉総合センターの管理運営に関する５年間の中期収支計画＞ 

○収支計画案 

  ＊消費税率を１０％として計画してください。 

   （単位：千円） 

区分 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 

 事業収入 

１県 か ら の 委 託 料 （ 提 案 額 ）          

２その他 

（            ） 

     

   収入合計（Ａ）      

 事業支出 

１管理費 

 給料 

  職員手当 

  福利厚生費 

 退職金積立 

２事業費 

 他需用費 

     消耗品費 

     印刷製本費 

      光熱水費 

     修繕費 

  役務費 

     通信運搬費 

     手数料 

   損害保険料 

  使用料及び賃借料          

  備品購入費 

  負担金 

  委託料※１ 

  公課費 

     

   支出合計（Ｂ）      

収支 

（Ａ）－（Ｂ） 

     

 必要に応じて、費目を変更してもかまいません。 

 ※１ 委託料については、内訳を別途添付してください。 
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様式７－３ 

埼玉県社会福祉総合センターの管理に関する事業計画書３－３ 

 

＜福祉研修センターの運営に関する５年間の中期収支計画＞ 

 

○収支計画案 

＊消費税率を１０％として計画してください。 

  

   （単位：千円） 

区分 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 

 事業収入 

１県 か ら の 委 託 料 （ 提 案 額 ）          

２研修参加費収入 

３その他 

（          ） 

     

   収入合計（Ａ）      

 事業支出 

１管理費 

 給料 

  職員手当 

  福利厚生費 

 退職金積立 

２事業費 

 他需用費 

     消耗品費 

     印刷製本費 

      光熱水費 

     修繕費 

  役務費 

     通信運搬費 

     手数料 

   損害保険料 

使用料及び賃借料          

備品購入費 

  負担金 

  公課費 

     

   支出合計（Ｂ）      

収支（Ａ）－（Ｂ）      

 必要に応じて、費目を変更してもかまいません。 
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                                                                  様式７－４ 

 

埼玉県社会福祉総合センターの管理に関する事業計画書３－４ 

 

＜福祉情報センターの運営に関する５年間の中期収支計画＞ 

○収支計画案 

＊消費税率を１０％として計画してください。 

   （単位：千円） 

区分 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 

 事業収入 

１県 から の 委 託 料（ 提 案 額 ）         

２その他 

（          ） 

     

   収入合計（Ａ）      

 事業支出 

１管理費 

 給料 

  職員手当 

  福利厚生費 

 退職金積立 

２事業費 

 他需用費 

     消耗品費 

     印刷製本費 

      光熱水費 

     修繕費 

  役務費 

     通信運搬費 

     手数料 

   損害保険料 

  使用料及び賃借料          
備品購入費 

  負担金 

  委託料※１ 

  公課費 

     

   支出合計（Ｂ）      

収支（Ａ）－（Ｂ）      

 必要に応じて、費目を変更してもかまいません。  

 ※１ 委託料については、内訳を別途添付してください。 
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                                                                   様式７－５ 

 

埼玉県社会福祉総合センターの管理に関する事業計画書３－５ 

 

＜介護すまいる館の運営に関する５年間の中期収支計画＞ 

○収支計画案 

＊消費税率を１０％として計画してください。 

 

                                 （単位：千円） 

区分 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 

 事業収入 

１県 か ら の 委 託 料 （ 提 案 額 ）          

２その他 

（          ） 

     

   収入合計（Ａ）      

 事業支出 

１管理費 

 給料 

  職員手当 

  福利厚生費 

 退職金積立 

２事業費 

 他需用費 

     消耗品費 

     印刷製本費 

      光熱水費 

     修繕費 

  役務費 

     通信運搬費 

     手数料 

   損害保険料 

  使用料及び賃借料           

備品購入費 

  負担金 

  委託料※１ 

  公課費 

     

   支出合計（Ｂ）      

収支（Ａ）－（Ｂ）      

 必要に応じて、費目を変更してもかまいません。 

 ※１ 委託料については、内訳を別途添付してください。 
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                                   様式８ 

〇委託予定業務一覧表 

 

 委託を予定している業務について記載してください。このうち、県が指定する業務に

ついては、委託業務開始前にあらかじめ県から文書により承認を受けていただきます。 

業務区分名 業務名 業務内容 
委託を行う 

理由 

委託先選定方法、 

選定時期、 

選定方法の考え方 
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                                   様式９ 

埼玉県福祉部社会福祉課総務・社会福祉担当 行き 

（メールアドレス：a3270-10@pref.saitama.lg.jp） 

 

 

          指定管理者募集要項の内容等に関する質問書 

            （埼玉県社会福祉総合センター） 

 

法人等名 
 

担当者名 
 

連絡先電話番号 
 

 

質問項目 

（募集要項の該当ページ） 

質問内容 
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様式１０ 

 

埼玉県福祉部社会福祉課 総務・社会福祉担当 行き 

（メール：a3270-10@pref.saitama.lg.jp）  

 

埼玉県社会福祉総合センター指定管理者 

現 地 説 明 会 参 加 申 込 書 
                

 送信者 

                  住   所 

                  団  体 名： 

                  代表者名： 

                  担  当 者： 

                  電話番号： 

                   

                

 

埼玉県社会福祉総合センター指定管理者現地説明会に参加を希望します。 

 

法人又は団体名 役職名 氏名 参加希望日 

    

□７月２４日（木） 

 

□７月３１日（木） 

 

※１ 参加者は、１団体２名以内でお願いします。  

※２ 参加希望日は、どちらかに✓を付けてください。 

※３ この参加申込書は、参加希望日の２日前（土日を除く）までに県社

会福祉課に電子メールで提出してください。 

※４ 当日は、開始時間の５分前までに、会場に集合してください。 
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資料１

県社会福祉協議会

入
口

彩の国すこやかプラザ平面図・敷地図

（１）各階平面図

３Ｆ

多目的実習室

準

備

室

社会福祉事業
共助会

老人クラブ連合
会

トイレ

湯沸

ラウンジ

吹き抜け

団体交流室

老

施

協
ＥＶ

設備室
共同募金会

民生委員・児童
委員協議会

県

社

協

会

長

室

総

務

・

人

事

部

（
プ

ラ

ザ

）

（
情

報

Ｃ

）バルコニー 調整室

２Ｆ

準備室
（１）

準備室
（２）

研修室
（１）

研修室
（２）

研修室
（３）

トイレ 機械室 倉庫

相談室
（１）

相談室
（２）

セミナーホール

湯沸

研修センター

埼玉県社会福祉協議会

ホワイエ

ＥＶ

機械室

ＥＶ

倉庫

車庫１Ｆ 車庫

福祉人材センター
（県社会福祉協議会）

トイレ

S

E

L

P

倉

庫

電気室

情報ラウンジ

地域婦人連合会 県社会福祉協議会

バルコニー バルコニー

委託
業者
控室

自

販

機

自

販

機 湯沸

倉庫

倉

庫

権利擁護センター
（県社会福祉協議会）

ボラン
ティ

ア・市
民活
動セ

ンター

県社会福
祉協議会

プラザ受付、情報センター、介護すまいる館
（県社会福祉協議会）

県社会福祉
協議会

自

販

機

自

販

機

設備室

非常階段

非常階段

非常階
段

-46-



資料１

　

バルコニー

トイレ

屋上庭園

ラウンジ
吹き抜け

自販機

県歯科医師会口腔保健センター

ＥＶ

設備室 印刷資材室

バルコニー

４Ｆ

会議室
（１）

会議室
（２）

会議室
（３）

会議室
（４）

ラウンジ

吹き抜け
自販機

県歯科医師会

ＥＶ

設備室

EV機械室

５Ｆ

県歯科医師会
トイレ

湯沸 倉庫

彩の国すこやかプラザ平面図（４階・５階・Ｒ階）

RＦ 非常階段

非常階段

非常階段

非常階段

非常階段

非常階段
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資料１

（２）敷地図

書類倉庫 防災倉庫 書類倉庫 防災倉庫

公道

駐車場（６５台＋車椅子用４台）

車庫 車庫

建　　物

自

販

機

自

販

機

駐輪
場

防災倉庫

非常

階段

非常

階段
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資料１

（３）彩の国すこやかプラザ面積一覧表

面積 公の施設 入居団体等 面積 公の施設 入居団体等

１Ｆ 介護すまいる館 416.99 416.99 ４Ｆ 450.33 450.33

30.80 30.8 33.95 33.95

福祉人材センター 149.40 149.40 会議室（２） 77.4 77.4

情報ラウンジ 53.12 53.12 会議室（３） 50.67 50.67

2.7 2.7 会議室（４） 52.32 52.32

10.78 10.78 印刷資材室 38.91 38.91

権利擁護センター 143.66 143.66 設備室 63.87 63.87

トイレ 55.73 55.73 トイレ 48.59 48.59

機械室・電気室 507.42 507.42 自販機 0.89 0.89

車庫 117.04 58.77 58.27 廊下・階段等 239.03 239.03

廊下・階段・倉庫等 347.95 314.78 33.17 1055.96 565.83 490.13

計① 1835.59 1437.61 397.98

面積 公の施設 入居団体等

２Ｆ 177.89 177.89 面積 公の施設 入居団体等

55.77 55.77 ５Ｆ 687.68 687.68

49.45 49.45 63.72 63.72

50.67 50.67 48.23 48.23

47.84 47.84 0.89 0.89

15.49 15.49 248 248

15.49 15.49 1048.52 359.95 688.57

11.565 11.565

11.565 11.565

373.96 373.96 面積 公の施設 入居団体等

1.8 1.8 42.33 42.33

53.99 53.99 ＲＦ 28.63 28.51 0.12

118.23 118.23 70.96 70.84 0.12

50.93 50.93

97.20 97.20

75.69 75.69

60.22 60.22

378.28 378.28

1646.03 1341.51 304.52 計①～⑥ 6801.98 4354.78 2447.2

面積 公の施設 入居団体等

３Ｆ 101.03 101.03

21.94 21.94

45.07 45.07

52.32 52.32

102.14 102.14

56.73 56.73

289.63 56.86 232.77

22.91 22.91

53.94 53.94

64.18 64.18

25.5 25.5

62.1 62.1

247.43 247.43

1144.92 579.04 565.88

※ この公有財産部分の光熱水費等については、入居団体等が使用面積に応じて負担することとなっています。

※ この面積区分は、確定ではありません。

計⑥

廊下・階段等

トイレ

自販機

ＥＶ機械室

計⑤

福祉情報センター

自販機

セルプセンター協議会

福祉研修センター

保育室（チャイルドルーム）

計④

研修室（１）

口腔保健センター

会議室（１）

歯科医師会

設備室

廊下・階段等

研修室（２）

研修室（３）

準備室（１）

準備室（２）

地域婦人連合会

自販機

相談室（１）

相談室（２）

セミナーホール

県社会福祉協議会

倉庫

機械室

社会福祉事業共助会

団体交流室

多目的実習室準備室

ボランティアセンター

トイレ

廊下・階段等

トイレ

廊下・階段等

計③

計②

多目的実習室

老人福祉施設協議会

設備室

老人クラブ連合会

共同募金会

民生委員・児童委員協議会

県社会福祉協議会

調整室
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資料１

※この面積は確定ではありません。

入
口

（４）平面図（入居団体等区域）

　

バルコニー

３Ｆ

多目的実習室

準

備

室

ラウンジ

吹き抜け

団体交流室

調整室

１Ｆ

トイレ

S

E

L

P

倉

庫

入居団体等

自

販

機

自

販

機

設備室

２Ｆ

社会福祉事業
共助会

老人クラブ連合
会

トイレ

湯沸

ボラン
ティア・
市民活
動セン
ター

県社会福
祉協議会

倉

庫

権利擁護センター
（県社会福祉協議会）

車庫

福祉人材センター
（県社会福祉協議会） 委託

業者
控室

自

販

機

自

販

機 湯沸

プラザ受付、情報センター、介護すまいる館
（県社会福祉協議会）

機械室

ＥＶ

倉庫

車庫

電気室

情報ラウンジ

倉庫

地域婦人連合
会

バルコニー バルコニー

県社会福祉協議会

セミナーホール

湯沸

埼玉県社会福祉協議会

ホワイエ

研修室
（３）

トイレ 機械室

県社会
福祉協
議会

研修セ
ンター

倉庫

ＥＶ

準備室
（１）

準備室
（２）

研修室
（１）

研修室
（２）

相談室
（２）

相談室
（１）

ＥＶ

設備室
共同募金会

民生委員・児童
委員協議会

老

施

協

県社会福祉協議会

非常階段

非常階段

非常階段
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資料１

　

バルコニー

トイレ

屋上庭園

ラウンジ
吹き抜け

自販機

県歯科医師会口腔保健センター

ＥＶ

設備室 印刷資材室

バルコニー

４Ｆ

会議室
（１）

会議室
（２）

会議室
（３）

会議室
（４）

ラウンジ

吹き抜け
自販機

県歯科医師会

ＥＶ

設備室

５Ｆ

県歯科医師会
トイレ

湯沸 倉庫

RＦ

EV機械室

非常階段

非常階段

非常階段
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資料１

（２）敷地図

書類倉庫 防災倉庫 書類倉庫 防災倉庫

自

販

機

建　　物

公道

駐車場（６５台＋車椅子用４台）

車庫 車庫

自

販

機

駐輪
場

防災倉庫

非常

階段
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                                    資料２ 

 

 

現行の運営体制 

（１）組織図（令和７年度） 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局長 

総務・人事部 

研修開発部 
 

常勤   １名 
非常勤  ３名 

常勤   ２名 
非常勤  ２名 

福祉情報センター 

福祉研修センター   

合計人数 １２名 

社会福祉総合センター 

常勤     １名 
非常勤    ２名 

介護のみらい 
サポートセンター 

介護すまいる館 

常勤    １名 

財務管理課 

企画総務課 

業務改善支援課 

福祉研修課 

（協力）日本福祉用具供給協会 
      埼玉ブロック 

福祉研修センター運営委員会 

福祉事業局長 

福祉事業局次長 
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資料２

● セミナーホール、会議室等

利用時間　午前９時～午後９時

利用申請受付時間　月曜日～金曜日（祝日を除く）

　　　　　　　　　　　　　午前９時～午後５時

休館日　毎月第１日曜日、１２月２９日～１月３日

● 福祉研修センター

● 福祉情報センター

利用時間　午前９時～午後５時

休館日　月曜日、祝日（月曜日が祝日の場合はその翌日も含む）、毎月第１日曜日、

　　　　　　１２月２９日～１月３日

● 介護すまいる館

利用時間　午前９時～午後５時

休館日　月曜日、祝日（月曜日が祝日の場合はその翌日も含む）、毎月第１日曜日、

　　　　　　１２月２９日～１月３日

○ 権利擁護センター（埼玉県社会福祉協議会）

利用時間　午前９時～午後４時

休館日　土曜日、日曜日、祝日、１２月２９日～１月３日

○ 福祉人材センター（埼玉県社会福祉協議会）

利用時間　午前１０時～午後５時

休館日　土曜日、日曜日、祝日、１２月２９日～１月３日

○ ボランティア・市民活動センター（埼玉県社会福祉協議会）

利用時間　午前９時～午後５時

休館日　土曜日、日曜日、祝日、１２月２９日～１月３日

○ 埼玉県歯科医師会口腔保健センター

診療時間　午前９時～１２時　　午後１時～午後５時

休館日　月曜日、日曜日、祝日、１２月２９日～１月３日

※ ●は、指定管理業務

○は、指定管理業務以外で設置されているもの

（2）施設利用時間

利用時間　午前８時３０分～午後５時１５分

休館日　　土曜日、日曜日、祝日、１２月２９日～１月３日
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資料３

　

（１）社会福祉総合センター（彩の国すこやかプラザ）の管理運営業務

　

①　委託料支出額及びその内容

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

受託金収入 82,120 90,626 84,279 82,026

その他収入 0 0 0 0

前期末支払資金残高 0 2,093 7,808 6,478

合計 82,120 92,719 92,087 88,504

人件費 9,925 9,212 9,076 9,777

水道光熱費 25,900 32,775 26,178 27,950

消耗器具備品費 1,999 4,094 9,332 1,379

保険料 75 75 75 78

賃借料 104 104 124 134

諸謝金 0 0 0 0

旅費交通費 1 1 0 0

印刷製本費 63 16 145 13

修繕費 2,968 3,524 4,688 6,499

通信運搬費 731 734 733 747

会議費 0 0 0 0

広報費 12 0 0 0

業務委託費 31,635 30,981 32,142 31,501

保守料 1,425 1,425 1,425 1,426

租税公課 982 837 825 748

手数料 1,089 849 565 1,136

負担金 13 5 13 18

その他支出 390 273 283 295

合計 77,312 84,905 85,604 81,701

収支差額 4,808 7,814 6,483 6,803

県委託料の支出額及びその内容等

（単位：千円）

収入

支出
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資料３

②　会議施設等使用料

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

5,478 7,034 9,657 8,117

（県収入） 会議施設等使用料 5,478 7,034 9,657 8,117

※

③　会議室稼働率

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

79.4% 76.6% 73.8% 66.6%

※

（単位：千円）

収入

会議施設等使用料は、別途県と締結する「埼玉県社会福祉総合センター使用料徴収

事務委託契約」に基づき、収納後、県に払い込んでいただきます。

稼働率＝稼働日数／稼働可能日数

会議室等稼働率
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資料３

④　会議施設等使用料金

○　使用料

午前 午後 夜間 １日

9:00～12:00 13:00～17:00 17:30～21:00 9:00～21:00

北側 138 4,970 10,160 11,610 22,600

南側 138 4,430 9,040 10,310 20,100

全体 294 9,400 19,200 21,920 42,700

24 1,800 3,540 4,150 8,160

24 1,870 3,680 4,320 8,490

24 1,760 3,460 4,070 7,990

4 550 1,080 1,270 2,500

4 580 1,150 1,360 2,660

3 42 3,700 7,300 8,560 16,820

18 1,240 2,460 2,880 5,660

36 2,820 5,560 6,530 12,820

24 1,870 3,680 4,320 8,490

24 1,900 3,760 4,410 8,660

　□■セミナーホール付設■□ 単位：円

単位
金額

(１回につき）

一式 5,650

一式 1,040
一式 520

　□■研修室付設■□ 単位：円

単位
金額

(１回につき）

一式 1,360

一式 1,040

一式 830

　□■多目的実習室付設■□ 単位：円

単位
金額

(１回につき）

一式 1,360

一式 1,040
一式 830

　□■その他の備品■□ 単位：円

単位
金額

(１回につき）
一式 520

一式 1,360

一式 620
一式 620
一台 520

○　備品使用料
　　附属設備・備品の使用料は、午前、午後及び夜間におけるそれぞれの利用を、それぞれ１回として計算
　します。

　使　用　料　（円）　※消費税を含む。

台付。使用料にはスクリーン代を含む。

ワイヤレスマイク１・ビデオ・プロジェクター・パソコン接続、使
用料にはスクリーン代を含む。

ワイヤレスマイク２　　有線マイク２
花台付設

研修室１使用又は研修室１・２、研修室１・２・３と接続使用する
場合に利用可。ワイヤレスマイク２　　有線マイク２

台付オーバーヘッドカメラ

拡声装置

台付

マイク（ワイヤレスマイク２　有線マイク２）・ビデオ・プロジェク
ター・OHC・パソコン接続（パソコンは利用者持参）・カセット
デッキ・スクリーン付設

名　　称 備　考

台付。使用料にはスクリーン代を含む。

オーバーヘッドカメラ
拡声装置

名　　称 備　考

音響・映像装置

ワイヤレスマイク２　　有線マイク２

オーバーヘッドプロジェクター
移動型オーバーヘッドカメラ

移動型音響映像ワゴン

スライド映写機

名　　称 備　考

携帯用ワイヤレスアンプ ワイヤレスマイク２　　

音響・映像装置

研修室１・２、研修室１・２・３と接続使用する場合のみ利用可。
マイク（ワイヤレスマイク２　　有線マイク２）・ビデオ・プロジェク
ター・OHC・パソコン接続（パソコンは利用者持参）・カセット
デッキ・スクリーン付設

拡声装置
講演台

名　　称 備　考

音響映像装置
全体使用・北側使用の場合のみ利用可。マイク（ワイヤレスマ
イク２　　有線マイク２）・ビデオ・プロジェクター・OHC・パソコン
接続（パソコンは利用者持参）・スクリーン付設

多目的実習室

4

会議室１ 会議室１・２と、
接続使用が可能
です。会議室２

会議室３ 会議室３・４と、
接続使用が可能
です。会議室４

階 室名
定員
（人）

備　　考

2

セミナー
ホール

研修室１ 研修室は、１・
２、２・３、１・２・３
と、接続使用が
可能です。

研修室２

研修室３

準備室１

準備室２
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区分

　団体が行うセンターの設置目的に合致する事業等

⑤　会議施設等の使用料の減免について

　ことができる場合は、次のとおりです。

減額（半額免除）
○彩の国すこやかプラザ入居団体及び別途定める基準に従い登録を行った社会福祉

　　埼玉県社会福祉総合センター条例第１４条の規定により、使用料の減免または免除を行う

減免対象事業

免除

○センターの設置目的に合致する県主催事業

○センターの設置目的に合致する県共催事業で特に認めるもの

○センターの公の施設の業務として委託された事業等
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⑥　会議施設等利用許可事務の流れ

○来館及び電話で申込。

利用予定日の３日前まで

○利用変更申請書を提出

　　※当初利用予定日の前日までに変更申請が可能。

　　　・利用料金の取扱いは、次のとおり。

　　　　ａ）変更後の利用料金が既納分では不足する場合。

　　　　　→不足分を変更申請時に納入してもらう。

　　　　ｂ）変更後の利用料金が、既納分を下回る場合。
　　　　　→差額は返金しない。

本申請

（減免に該当する場合は、
使用料減額（免除）申請書
に意見を付して、県に送付）

貸出初日

申請者 県（指定管理者）

○原則、利用予定日の３日前
　までに利用料金を添えて
　利用申請書を提出。

○利用申請書の内容をチェック
　して、利用許可書を交付。

利用予定日の属する月の
３ヶ月前の初日
※午前9時から受付開始
※特別に認めた場合は
　事前予約が可能

○利用申請書の内容をチェック
　して、利用許可書を交付。

　　※優先順位は、第１位来館者、第２位電話申込者。

　　※来館者同士で競合者がある場合は抽選。

　　※受付時間は午前９時から午後５時。

　　※納入済の利用料金は、利用中止の際に返金しない。
利用の中止

変更申請
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⑦　施設管理業務

ア　施設管理業務一覧

清掃業務 日常・定期清掃 通年

空気環境測定業務等 年６回

館内消毒業務 年２回

貯水槽清掃業務 年１回

排水設備清掃業務 年２回

水質検査業務（飲料水） 年２回

遊離残留塩素測定業務（飲料水） 年52回

水質検査業務（雑用水） 年52回

遊離残留塩素測定業務（雑用水） 年52回

設備運転維持管理業務 通年

ソーラーシステム保守点検 年１回

濾過装置保守点検 年１回

バコティンヒーター保守点検 年２回

蓄熱槽等保守点検 年１回

電気給湯器保守点検 年１回

ガスヒートポンプエアコン保守点検 年１回

空調機用高性能フィルター交換 必要な都度

冷・暖房切替 年２回

空調設備保守点検 年２回

空調設備部品交換 必要な都度

スケジュール調整・故障時対応等 通年

第一種特定製品定期点検 年４回

年４回

年１回

ＩＴＶ設備保守点検 年１回

消防設備保守点検 年２回

発電機設備保守点検 年２回

防火設備点検 年１回

樹木・庭園管理 必要な都度

避雷針設備保守点検 年1回

エレベーター設備保守点検業務 通年

予約・案内装置点検業務 必要な都度

段差解消機リフト点検業務 年1回

塵芥処理業務 通年

機械警備業務 通年

年１回

会議室貸出・受付業務 通年

ＡＶ設備保守点検 年１回

セミナーホールステージバトン、調光装置等点検業務 年１回

セミナーホール化粧扉保守点検業務 年１回

建築物定期点検 ３年に１回

建築設備定期点検 年１回

定期巡視点検 年１回

日常巡視点検 月１回
自家用電気工作物保安管理業務

公共建築物定期点検業務

会議施設関係業務

　業　　　　　　　務　　　　　　　名 回数

照明制御装置

水・ガス関係設備保守点検業務

空調設備機器保守点検業務

消防設備保守点検業務

自動ドア定期保守点検業務

電動シャッター定期保守点検業務

環境衛生管理業務
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⑦　施設管理業務

（イ）設備運転監視業務　作業項目

設置場所 設備機器名 メーカー名 型式等 台数 監視、点検等の時期・手順等

１Ｆ機械室 冷温水発生器 川重冷熱工業 Σ1AG100BA5形 2 毎日、目視点検

給湯ボイラー ㈱タクマ GSAN‐100BN形 1         〃

膨張タンク 日立機材㈱　 AST-90  001902 1         〃

蓄熱槽 森松工業㈱　 ＮＴ 1         〃

貯湯槽 森松工業㈱ ＳＴ 1         〃

落水槽 森松工業㈱ ＭＰ 1         〃

受水槽 森松工業㈱ ＭＰ 1         〃

給湯一次ポンプ ㈱川本製作所 QGR2-325  CW-0.4 1         〃

集熱ポンプ ㈱川本製作所 QGR2-40 × 325-CW2.2 1         〃

加圧給水ポンプ ㈱川本製作所 KF50P 3.7G 2         〃

揚水ポンプ ㈱川本製作所 KR4-405　C-2.2 2         〃

冷温水ポンプ ㈱川本製作所 GEM-80X 655M-4M11 2         〃

冷却水ポンプ ㈱川本製作所 GEM-125X 1005M-4M11 2         〃

濾過装置 三水機工㈱ SKWS-06形 一式         〃

外調機 昭和鉄工㈱ ZOV-100EK 1         〃

消火ポンプ室 消火ポンプ ㈱川本製作所 KTK-405X　3S-C5.5 一式         〃
発電気室 発電機 松下電器産業㈱ ZG-N225SSS 1 毎日、目視点検。月に１度、関東電

気保安協会による点検。

２Ｆホール舞台裏 外調機 昭和鉄工㈱ CV－080EK 1 毎日、目視点検

２Ｆ機械室 外調機 昭和鉄工㈱ ZCV－050EK 1         〃

２ＦＯＡ室 室外機 ダイキン工業 RZYP40CBTルーム 1         〃

２Ｆホール舞台裏 空調機 昭和鉄工㈱ ZCH－220EK 1         〃

３Ｆ機械室 外調機 昭和鉄工㈱ ZCV－070EK 1         〃

３Ｆ調整室 室外機 ダイキン工業 RYJ112B 1         〃

４Ｆ機械室 全熱交換器 東洋空気調和(株) THR－U150B 1         〃

５Ｆ機械室 全熱交換器 東洋空気調和(株) THR－U150B 1         〃

５Ｆ機械室 膨張タンク (株)島倉鉄工所         〃

屋上 冷却塔 ㈱荏原シンワ SDW－U175ASSC 1         〃

薬注装置 栗田工業㈱ 1         〃

ＧＨＰ室外機 ﾔﾝﾏｰﾃﾞｨｰｾﾞﾙ㈱ YNZP560K1 4         〃

ＧＨＰ室外機 ﾔﾝﾏｰﾃﾞｨｰｾﾞﾙ㈱ YNZP280K1 3 毎日、目視点検

ＧＨＰ室外機 ﾔﾝﾏｰﾃﾞｨｰｾﾞﾙ㈱ YNZP450K1 3 毎日、目視点検

ＧＨＰ室外機 ﾔﾝﾏｰﾃﾞｨｰｾﾞﾙ㈱ YNZP355K1 1 毎日、目視点検

消火用補助水槽 森松工業㈱ ＭＰ 1 毎日、目視点検
高架水槽 森松工業㈱ ＭＰ 1         〃

１F委託業者控室 室外機 ダイキン工業 RTYJ－50BTルーム 1         〃

　　ＧＨＰ－9（口腔ｾﾝﾀｰ系統）

　　　 ＧＨＰ-1（2階系統）、ＧＨＰ-6、8、10（口腔ｾﾝﾀｰ系統）

　　ＧＨＰ-2、3（3階系統）、ＧＨＰ-5（4階系統）

　　ＧＨＰ-4（4階系統）、ＧＨＰ－11（4･5階系統）
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（ウ）清掃作業実施基準

　　日常清掃は、休館日を除き毎日行うものとする。

　　月～金曜日　　全館及び管理敷地内を対象とする。

　　土曜日　　　　各入居団体事務室を除く館内を対象とする。

　　日曜日及び祝日　　介護すまいる館、会議室等日曜開館関連施設を対象とする。

（エ）定期清掃作業実施基準
階 室　　　　　　　名 床材質 面積(㎡) 回数
1 風除室 御影石 15 3回以上

エントランスホール 御影石 245 3回以上
情報ラウンジ ＣＡＲ（Ｔ） 42 3回以上
介護すまいる館 ＣＡＲ（Ｔ） 444 3回以上
福祉人材センター ＣＡＲ（Ｔ） 150 2回以上
権利擁護センター（相談室を含む。） ＣＡＲ（Ｔ） 132 2回以上

2 県社協２階事務室（作業室、朗読室、ＯＡルームを含む。） ＣＡＲ（Ｔ） 333 2回以上
チャイルドルーム クッションＶＳ 51 2回以上
地域婦人会連合会事務室 ＣＡＲ（Ｔ） 48 1回以上
相談室１・２ ＣＡＲ（Ｔ） 24 3回以上
準備室１・２ ＣＡＲ（Ｔ） 31 3回以上
研修室１・２・３ ＣＡＲ（Ｔ） 150 3回以上
セミナーホール ＣＡＲ（Ｔ） 400 4回以上
ホワイエ ＣＡＲ（Ｔ） 125 3回以上

3 共同募金会事務室 ＣＡＲ（Ｔ） 102 1回以上
民生委員・児童委員協議会事務室 ＣＡＲ（Ｔ） 57 1回以上

県社協３階事務室（会長室、男女ロッカー室、倉庫を含む。） ＣＡＲ（Ｔ） 312 1回以上

老人クラブ連合会事務室 ＣＡＲ（Ｔ） 52 1回以上
社会福祉事業共助会事務室 ＣＡＲ（Ｔ） 45 1回以上
老人福祉施設協議会 ＣＡＲ（Ｔ） 23 1回以上
団体交流室１・２ ＣＡＲ（Ｔ） 50 1回以上
多目的実習室 ＶＳ（Ｄ） 100 3回以上

4 特殊歯科診療室 ＶＳ（Ｄ） 120 3回以上
前室 ＶＳ（Ｄ） 5 3回以上
個別診療室 ＶＳ（Ｄ） 12 3回以上
全身麻酔室 ＶＳ（Ｄ） 20 3回以上
回復室 ＶＳ（Ｄ） 18 3回以上
エックス線室 ＶＳ（Ｄ） 18 3回以上
消毒室 ＶＳ（Ｄ） 7 3回以上
受付・事務室 ＶＳ（Ｄ） 9 3回以上
待合室 ＶＳ（Ｄ） 16 3回以上
相談・機能訓練室 ＶＳ（Ｄ） 18 3回以上
研修室・情報管理室 ＣＡＲ（Ｔ） 72 1回以上
医局 ＣＡＲ（Ｔ） 34 1回以上
スタッフ室 ＣＡＲ（Ｔ） 17 1回以上
会議室１・２・３・４ ＣＡＲ（Ｔ） 214 3回以上
印刷・資材室 ＶＴ 48 2回以上

5 歯科医師会事務室 ＣＡＲ（Ｔ） 125 1回以上
会員控室 ＣＡＲ（Ｔ） 26 1回以上
応接室 ＣＡＲ（Ｔ） 29 1回以上
会長室 ＣＡＲ（ＴＴ） 46 1回以上
作業室 ＶＴ 18 1回以上
会議室１ ＣＡＲ（Ｔ） 50 1回以上
役員室 ＣＡＲ（Ｔ） 70 1回以上
国保等役員室 ＣＡＲ（Ｔ） 75 1回以上
会議室２・３ ＣＡＲ（Ｔ） 100 1回以上
歯科スタッフ室 ＣＡＲ（Ｔ） 10 1回以上

共通 Ａ階段 ＶＳ 210 3回以上
Ｂ階段 ＶＳ 250 3回以上
中央吹き抜け階段 ＣＡＲ（Ｔ） 50 3回以上
アトリウム 御影石 120 3回以上
廊下 ＣＡＲ（Ｔ） 430 3回以上
男女・多目的トイレ ＶＳ（Ｄ） 275 3回以上
湯沸室 ＶＳ 12 3回以上
エレベーターホール１階 御影石 15 3回以上
エレベーターホール２～５階 ＣＡＲ（Ｔ） 60 3回以上
ラウンジ ＣＡＲ（Ｔ） 180 3回以上
ガラスクリーニング 950 1回以上
サッシクリーニング 320 1回以上
照明器具清掃 1,700基 1回以上
吹出口・換気扇清掃 400基 1回以上

ＶＳ　　　　　　　：ビニール系シート張り（溶接工法）
ＶＳ（Ｄ）　　　　：ビニール系シート張り（デザインタイプ・溶接工法）
ＶＴ　　　　　　　：ビニール系タイル張り（ノンアスベストタイプ）
ＣＡＲ（Ｔ）　　　：タイルカーペット（500×500×7）
ＣＡＲ（ＴＴ）　　：じゅうたん敷き（毛足12・フェルト厚さ8）
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⑧　施設の修繕・工事履歴

（ア）工事（県執行分）

工事修繕内容 実施年度 金額（円）

1 空調機修繕工事 平成21年度 2,310,000

2 中央監視制御装置改修 平成21年度 1,107,000

3 ネットワーク機器交換工事 平成22年度 997,500

4 照明器具他修繕工事 平成24年度 1,050,000

5 工業用水流量計改修工事 平成25年度 1,312,500

6 外壁改修工事 平成27年度 42,714,000

7 総合案内表示装置交換工事 平成28年度 56,449,000

8 照明制御設備更新工事 平成29年度 4,913,000

9 GHP更新工事 平成30年度 125,064,000

（イ）修繕・工事等（県社協執行分・令和３年度以降）

１０万円以上

工事修繕内容 実施年月 金額（円）

1 真空式温水器部品交換修繕 令和3年6月 114,400

2 スライディングドア調整修繕 令和3年6月 488,180

3 自家発電機用燃料槽液面計取替修繕 令和3年7月 174,900

4 冷温水発生機抽気タンク圧力センサー 令和3年8月 268,400

5 2RCP－2DC電源修繕 令和3年10月 297,000

6 多目的トイレ扉修繕 令和3年11月 821,700

7 真空式温水器制御盤修繕 令和3年12月 352,000

8 煤煙濃度計交換修繕 令和4年5月 998,800

9 消防設備点検不具合事項修繕 令和4年9月 511,500

10 多目的トイレ扉修繕 令和4年5月 429,000

11 熱湯栓取替修繕 令和4年8月 236,280

12 多目的トイレ扉修繕 令和5年2月 429,000

13 消防設備点検不具合事項修繕 令和5年3月 499,400

14 ４階口腔保健センター 令和5年5月 861,300

15 ２階セミナーホール 令和5年6月 236,500

16 ２階ＯＡ室外 令和5年6月 110,000

17 ２階多目的トイレ水栓交換 令和5年9月 121,101

18 すこやかプラザ敷地内 令和5年10月 223,300

19 ３階男子多目的トイレ 令和5年11月 145,090

20 正面入口自動ドア 令和6年2月 732,600

21 5階歯科医師会会長室前他 令和6年3月 865,700

22 地下機械室 令和6年3月 410,300

23 ３階共同募金会事務室 令和6年3月 175,692

24 ２階研修室 令和6年3月 341,616

25 中央監視盤無停電装置バッテリー交換 令和6年5月 515,900

26 吸収式冷温水発生機修繕 令和6年5月 466,400

27 消防設備修繕 令和6年9月 489,445

28 冷温水発生機１号機修繕(センサー交換） 令和6年5月 297,000

29 空調用自動制御装置 令和6年9月 1,648,900

30 冷温水発生機２号機修繕(センサー交換） 令和6年7月 341,000

31 地下ピット湧水排水ポンプ修繕 令和6年10月 282,700

32 DC電源修繕 令和6年10月 253,000

33 天吊プロジェクター交換修繕 令和7年3月 501,600

34 消防設備修繕 令和7年3月 143,000

35 洗面所シングルレバー水栓交換修繕 令和7年3月 656,150

令和３年度合計 2,516,580 円

令和４年度合計 3,103,980 円

令和５年度合計 4,223,199 円

令和６年度合計 5,595,095 円
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（２）福祉研修センター

　

    ①　委託料支出額及びその内容

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

受託金収入 19,986 22,786 19,986 19,986

その他収入 13,983 16,580 16,874 16,583

前期末支払資金残高 0 0 0 0

合計 33,969 39,366 36,860 36,569

人件費 15,928 15,339 16,976 18,167

水道光熱費 0 0 0 0

消耗器具備品費 863 1,251 721 527

保険料 0 0 0 0

賃借料 857 1,118 1,305 1,149

諸謝金 858 2,626 2,153 2,293

旅費交通費 320 441 384 359

印刷製本費 892 3,611 1,475 1,933

修繕費 0 0 0 0

通信運搬費 1,210 1,326 1,079 743

会議費 8 63 53 44

広報費 0 0 0 0

業務委託費 6,257 3,880 2,325 2,122

保守料 614 614 614 371

租税公課 1,429 1,380 1,527 1,635

手数料 216 268 428 351

負担金 178 102 102 77

その他支出 601 584 639 665

合計 30,231 32,603 29,781 30,436

3,738 6,763 7,079 6,133

（単位：千円）

収入

支出

収支差額
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様式３

②実施研修項目

（１）民生委員・児童委員を対象とした研修

参加者数 実施回数 延べ日数

  62市町村7,176名 17 -

7,176

（２）社会福祉事業従事者等を対象とした研修

研修名称

民生委員・児童委員協議会研修
(1)会長・副会長向け
（集合型8/9・Zoom録画配信9/13～10/31）
(2)全階層
（DVD貸出型）
貸出等期間：9/2～3/31
(3)主任児童委員向け
（DVD貸出型）
貸出等期間：9/2～3/31
(4)新任委員向け
（DVD貸出型）
貸出等期間：9/2～3/31
(5)中堅向け
（限定YouTube型）
配信期間：9/2～3/31

4/15、4/22

チームリーダーキャリアパス研修
（集合型・Zoomを利用した双方向型）

350名 5 10

A 5/27,6/3
B 7/1,7/8
C 8/19,26
D 11/14,11/21
E 11/28,12/5
※A、B、C日程が集合型研修　D、E日程はZoomを
利用した双方向

研修名称 参加者数 実施回数 延べ日数

管理者キャリアパス研修（集合型研修）
79名 1 2

初任者キャリアパス研修
（集合型・Zoomを利用した双方向型）

新任職員フォローアップ研修
（Zoomを利用した双方向型研修） 97名

1 2

1/31、2/21

中堅職員キャリアパス研修
（集合型・Zoomを利用した双方向型）

377名 5 10

A 5/13,20
B 6/11,17
C 7/29,8/5
D 11/13,20
E 11/27,12/4
※A、B、C日程が集合型研修　D、E日程はZoomを
利用した双方向型研修

A 7/12,26
B 9/2,9
C 9/30,10/7
D 11/12,11/19
E 11/26,12/3
※A、B、C日程が集合型研修　D、E日程はZoomを
利用した双方向型研修

105290名
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様式３

参加者数 実施回数 延べ日数

社会福祉援助技術基礎研修
（Zoomを利用した双方向型）

40名 1 3
10/18,10/25,11/1

感染症基礎研修
（動画配信型）

1,919名 1 ー

配信期間：6/18～7/1

接遇研修（動画配信型）

681名 1 -
配信期間：9/2～11/29

認知症ケア入門研修（動画配信型）

276名 1 -

配信期間：8/20～9/2

虐待防止研修（高齢・障害・保育）
（動画配信型）

3,612名 3 -

配信期間：10/15～10/28

職場内コミュニケーション（動画配信型）

540名 1 -

配信期間：5/21～6/3

福祉未経験者向け研修（はじめての福祉研修）
（Zoomを利用した双方向型）

37名 1 2

10/11,17

高齢者の看取りケア研修
（集合型）

109名 1 1

7/19

口腔機能向上研修　高齢分野（動画配信型）

368名 1 -
配信期間：1/28～2/10
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参加者数 実施回数 延べ日数

119名 1 2

1632

2552

研修名称

人事管理・人事考課研修（動画配信型）
202名 1 -

配信期間：7/30～8/12

配信期間：7/16～7/29

リスクマネジメント研修（Zoomを利用した双方向型）

137名 1 1

12/12

財務管理者研修（動画配信型）

85名 1 -

配信期間：7/2～7/15

人材育成担当者研修（Zoomを利用した双方向型）

スーパービジョン基礎研修
（動画配信型）

159名 1 -

配信期間：10/1～10/14

福祉現場で必要な法律の基礎知識研修
（動画配信型）

302名 2 -

（高齢者コース）配信期間：6/4～6/17
（障害者コース）配信期間：6/18～7/1

人材育成担当者研修
（Zoomを利用した双方向型）

119名 1 2

9/5、9/12

前向き思考でストレスを減らす　メンタルタフネス研修
（動画配信型）

628名 1 -
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資料３

（３）福祉情報センター
　

　①　委託料支出額及びその内容

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

受託金収入 7,252 7,252 7,252 7,252

その他収入 0 0 0 0

前期末支払資金残高 0 0 0 0

合計 7,252 7,252 7,252 7,252

人件費 10,077 9,810 7,557 5,787

水道光熱費 0 0 0 0

消耗器具備品費 122 299 366 486

保険料 0 0 0 0

賃借料 0 0 0 0

諸謝金 0 0 0 0

旅費交通費 0 1 0 0

印刷製本費 1 1 1 3

修繕費 0 0 0 0

通信運搬費 39 37 38 39

会議費 0 0 0 0

広報費 0 0 0 0

業務委託費 55 55 55 55

保守料 0 0 0 0

租税公課 910 886 681 526

手数料 0 0 0 0

負担金 15 15 15 15

その他支出 494 480 328 340

合計 11,713 11,584 9,041 7,251

-4,461 -4,332 -1,789 1

○　事業の内容
　　 福祉情報センターの運営
　　（ア）福祉情報ホームページの管理・更新
　　（イ）福祉に関する図書・ＤＶＤ等映像資料の貸出・閲覧

（単位：千円）

収入

支出

収支差額
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資料３

（３）福祉情報センター

　②　過去４年間の事業実績

　　（ア）福祉情報ホームページアクセス件数

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

アクセス件数 1,207,932 845,750 600,344 557,783

　　（イ）福祉に関する図書・DVD等利用者満足度

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

貸出件数 94.1% 95.2% 90.0% 100.0%

　③　福祉情報ホームページの各コンテンツの内容

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

コンテンツの名称 内       容

市町村社会福祉協議会 市町村社協の所在地、電話番号、ＵＲＬ等

民生委員・児童委員制度 民生委員・児童委員の職務、信条

地域福祉活動（ボランティア・市
民活動、社会貢献活動等）

ボランティア情報、社会貢献活動の紹介、福祉活動のご案内

生活福祉資金などの貸付制度 各種福祉資金に関する情報

介護すまいる館（福祉用具） 介護すまいる館に関する情報

埼玉県福祉人材センター 福祉の求人、求職に関する情報

福祉の図書・ビデオＤＶＤ等の貸
出と販売のご案内

福祉情報センターで提供している図書・ビデオＤＶＤ等、全社協
の新刊図書等に関する情報

リンク集 福祉関連団体・機関等へのリンク

県内の福祉サービス
「さいたま介護ねっと」他へのリンク、福祉に関する制度の紹介
（社会福祉ガイド情報）

県内福祉相談窓口（児童虐待、
障害者支援等）

各種困りごと相談窓口情報

福祉イベント、福祉助成金のご案
内

県、県社協、福祉団体等のイベント情報、民間助成団体からの
助成金情報
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資料３
（４）介護すまいる館
　

　　①　委託料支出額及びその内容

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

受託金収入 12,511 12,511 12,511 12,511

その他収入 734 862 930 1,220

前期末支払資金残高 0 0 0 0

合計 13,245 13,373 13,441 13,731

人件費 10,071 10,693 10,043 10,904

水道光熱費 0 0 0 0

消耗器具備品費 148 137 155 93

保険料 1 1 1 0

賃借料 0 0 0 2

諸謝金 0 0 0 0

旅費交通費 6 2 5 6

印刷製本費 294 279 19 183

修繕費 0 0 0 0

通信運搬費 48 41 86 84

会議費 0 0 0 0

広報費 0 0 0 0

業務委託料 0 0 0 0

保守料 33 33 33 33

租税公課 902 959 901 980

手数料 1 1 1 0

負担金 0 48 76 19

その他支出 0 460 457 443

合計 11,504 12,654 11,777 12,747

1,741 719 1,664 984

○　事業の内容
　　（ア）福祉用具の展示・相談
　　　　　　※展示品目については、介護すまいる館ホームページに掲載しています。
　　（イ）福祉用具の販売
　　（ウ）バリアフリーモデルの展示及び住宅改修相談の実施
　  （エ）ユニバーサルデザインの普及啓発
　  （オ）福祉用具に関する普及啓発
            ・研修会
            ・特別展の実施
          　・団体見学の受入
　  （カ）民間事業者と利用者の媒介
　  （キ）市町村・NPO団体等の活動支援業務

（単位：千円）

収入

支出

収支差額
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資料３

（４）介護すまいる館

②過去４年間の事業実績
　

　　ア　来館者実績及び相談件数

来館者 うち、土日祝 うち、団体 来所 電話・FAX メール 来所 電話

令和３年度 25,401 6,615 1,319 6,353 4,399 1,386 491 61 16 96.1%

令和４年度 25,358 6,783 1,745 6,710 4,796 1,342 457 107 8 95.9%

令和５年度 30,094 7,766 2,252 7,891 5,715 1,583 515 74 4 95.4%

令和６年度 31,092 10,607 2,058 9,434 7,145 1,692 473 114 10 99.3%

　　イ　売上額

令和３年度

令和４年度

令和５年度

令和６年度

　　ウ　令和６年度研修会実績

参加者

第１回 104名

第２回 40名

第３回 52名

第４回 83名

住宅相談
利用者満

足度

睡眠の基本と快眠のポイントについて

福祉用具・住宅改修・介護ロボットで考える”転倒防止”

実践!!理学療法によるポジショニング講座

3,496,041

3,669,535

4,627,377

5,151,724

テーマ

これからの介護保険

売上（円）

来館者実績
相談件数

合計
福祉用具
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資料４ 

埼玉県社会福祉総合センターの管理に関する基本協定書（案） 

 

 埼玉県（以下「甲」という。）と○○○○○（以下「乙」という。）とは、令和  年  月 

  日付け指令社福第  号による指定管理者の指定に基づく指定管理業務について、埼

玉県社会福祉総合センター条例（以下「条例」という。）第１９条第２項の規定により、次

のとおり協定を締結する。 

 （指定管理業務） 

第１条 甲は、埼玉県社会福祉総合センター条例（以下「条例」という。）第１６条第１項

の規定に基づき、次に掲げる業務を乙に行わせる。 

（１）埼玉県社会福祉総合センター（以下「センター」という。）を含む彩の国すこやかプ

ラザの管理運営に関する業務 

  ア セミナーホール、会議室等（以下「会議施設等」という。）の貸し館業務 

  イ 施設（設備及び物品を含む。）の維持管理に関する業務 

  ウ 入居団体等の連絡調整 

（２）福祉研修センターの運営業務 

（３）福祉情報センターの運営業務 

（４）介護すまいる館の運営業務 

（５）その他甲が必要と認める業務 

２ 前項各号に掲げる業務の細目は、「指定管理業務に関する仕様書」（別紙１－１から別

紙１－４）に定めるとおりとする。 

 （善管注意義務） 

第２条 乙は、関係法令及びこの協定書の定めるところに従うほか、甲が必要に応じて指

示する事項を遵守の上、善良なる管理者の注意をもって、センターを常に良好な状態に

管理する義務を負う。 

 （委託料） 

第３条 甲は甲と乙が毎年度予算の範囲内において別に締結する年度協定に基づき、指定

管理業務に対する委託料を乙に支払うものとする。 

 （管理の基準） 

第４条 乙が行うセンターの管理の基準は、次に掲げるとおりとする。 

（１）臨時にセンターの休館日を定める場合は、あらかじめ甲の承認を受けること。 

（２）会議施設等、附属設備、駐車場、福祉研修センター、福祉情報センター及び介護す

まいる館を利用することができる時間を変更するときは、あらかじめ甲の承認を受け

ること。 

（３）休館日及び利用することができる時間並びに使用料（減免制度を含む。）は、見やす

い場所に掲示すること。 

（４）センターの会議施設等を引き続いて利用することができる期間を変更するときは、

あらかじめ甲の承認を受けること。 

（５）利用の許可及び許可の取消し又は利用の停止は、条例第５条及び第９条並びに次条

の規定により行うこと。 

（６）利用の許可を拒み、若しくは取り消し、又は利用を停止させた者については、その

記録を作成し、速やかに甲に報告すること。 

（７）受動喫煙（室内又はこれに準ずる環境において、他人のたばこの煙を吸わされるこ
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とをいう。）を防止するために必要な措置を講じること。 

（８）施設及び設備は、定期的保守点検を行い、その記録を作成すること。 

（９）施設、設備及び物品の維持管理を適切に行い，必要な修繕は速やかに行うこと。 

（１０）施設、設備及び物品を滅失し、又は施設、設備及び物品の重要な箇所をき損した

ときは、速やかに甲に報告すること。 

（１１）施設又は施設利用者に災害、事故その他不測の事態が生じたときは、迅速かつ適

切な対応を行い、速やかに甲に報告すること。 

（１２）建物の改築又は修繕、構築物の新設等又は修繕、機械装置の新設等又は修繕に当

たっては、あらかじめ甲と協議し、承認を受けること。 

（１３）自動販売機及び公衆電話等の設置に当たっては、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号。以下「法」という。）第２３８条の４第７項の規定による行政財産の使用につ

いての許可を受けること。 

（１４）防災、防犯その他不測の事態への対応等についてマニュアルを作成し、職員に周

知徹底すること。 

（１５）指定管理業務に係る収入及び支出は、乙の他の口座とは別の口座で管理すること。 

（１６）指定管理業務に係る会計処理は、他の事業から区分して経理すること。 

（１７）指定管理業務に係る会計書類は、甲の各会計年度の終了後、５年間保存すること。 

（１８）指定管理業務を通じて取得した個人に関する情報は、第２２条に定めるところに

より適正に取り扱うこと。 

（１９）県の計画、構想等に基づいた管理運営を行うこと。 

（２０）自家用電気工作物の工事、維持及び運用に関する電気事業法上の電気保安管理業

務については、別の覚書の定めによること。 

（２１）その他適正な管理を行うため、甲が必要と認める事項。 

（利用に関する許可の基準等） 

第５条 乙は、利用の許可を受けようとする者が次の各号のいずれかに該当するときは、

利用を許可しないことができる。 

（１）公の秩序又は善良の風俗に反するおそれがあると認められるとき。 

（２）施設、設備又は物品を損傷するおそれがあると認められるとき。 

（３）他の利用者に迷惑をかけ、又はかけるおそれがあるとき。 

（４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条

第２号に規定する暴力団その他集団的に又は常習的に暴力的不法行為を行うおそれが

ある組織の利益になると認められるとき。 

（５）衛生上支障があるとき。 

（６）その他管理上支障があると認められるとき。 

２ 乙は、前項各号に掲げる事項を許可の基準として定め、これを当該申請の提出先とさ

れている事務所（以下この条において「事務所」という。）に備付けその他の適当な方法

により公にしておかなければならない。 

３ 乙は、利用に係る申請が事務所に到達してから当該申請に対する許可等をするまでに

通常要すべき標準的な期間を定めるように努めるとともに、これを定めたときは、当該

事務所に備付けその他の適当な方法により公にしておかなければならない。 

４ 乙は、条例第９条の規定による当該利用の許可の取消し等の不利益処分をするときに

必要とされる基準を定め、かつ、これを事務所に備付けその他の適当な方法により公に
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しておくように努めなければならない。 

５ 乙は、前項の不利益処分をするときは、埼玉県行政手続条例（平成７年埼玉県条例第

６５号、以下本条において「行政手続条例」という。）第１２条から第２６条までの規定

の適用があることに留意するとともに、行政手続条例第１３条第１項第１号の聴聞を実

施するときは、埼玉県聴聞規則（平成６年埼玉県規則第７６号）の例により当該聴聞の

手続を行うものとする。 

６ 乙は、行政手続条例第３５条の３の規定に基づく申出書の提出を受けたとき、申出に

基づき必要な調査を行ったとき及び調査の結果に基づき処分を行ったときは、速やかに

甲に報告するものとする。 

７ 乙は、身体障害者が施設を利用する場合において身体障害者補助犬（身体障害者補助

犬法（平成１４年法律第４９号）第２条に規定する身体障害者補助犬をいう。）を同伴す

ることを拒んではならないものとする。 

（統括責任者の配置）   

第６条 乙は、乙の職員のうちから指定管理業務に関する統括責任者を配置し、当該責任

者の住所、氏名その他必要な事項を甲に報告しなければならない。当該責任者に係る事

項を変更したときも、同様とする。 

（利益供与に関する指導） 

第７条 乙は、乙の職員その他乙の指揮命令下にある者が、指定管理業務の執行に関連し

て、センターの利用者等から利益の供与を受けることがないよう、必要な指導を徹底す

るものとする。 

 （事業計画等） 

第８条 乙は、令和８年度から令和１２年度までの年度ごとに、あらかじめ次に掲げる内

容について年度別事業計画を作成し、各年度の前の年度の３月末日までにその計画書を

甲に提出するものとする。また、乙は、指定管理業務開始年度の年度別事業計画（管理

目標を含む。）を作成し、速やかにその計画書を甲に提出するものとする。 

（１）基本方針 

（２）管理執行体制 

（３）社会福祉総合センターを含む彩の国すこやかプラザの管理運営に関する事業計画 

（４）福祉研修センター事業計画 

（５）福祉情報センター事業計画 

（６）介護すまいる館事業計画 

（７）指定管理業務に係る当該年度の収支予算案 

（８）その他甲が必要と認める事項 

２ 甲は、前項の規定により提出された事業計画について、必要があると認めるときは、

乙に対してその変更を指示することができる。 

３ 乙は、乙の各事業年度の決算が確定した後、速やかに法人の決算書及び関係書類（法

人でない団体についてはこれに準ずる書類）を甲に提出しなければならない。 

４ 乙は、甲の承認を得なければ、甲に提出した事業計画を変更することができない。 

５ 乙は、前項による変更があった場合は、遅延なく変更後の計画書及び収支予算書を甲

に提出しなければならない。 

（定期報告等） 

第９条 乙は、次に掲げる事項について、当該各号に掲げる期限までに甲に報告するもの
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とする。また、第１条（１）～（４）の各事業に係る報告については、各事業の仕様書

に定めるところによる。 

（１）委託料執行状況報告書  毎四半期終了翌月末 

（２）事故報告書       発生後速やかに    

（３）災害報告書       発生後速やかに 

 （事業報告書） 

第１０条 乙は、法第２４４条の２第７項の規定に基づき、毎年度終了後、３０日以内に

事業報告書（管理目標達成状況の確認を含む。）を作成し、甲に提出しなければならない。 

２ 乙は、年度の途中において条例第２０条第１項の規定により指定を取り消されたとき

は、その取り消された日から起算して３０日以内に、当該年度の当該日までの間の事業

報告書を甲に提出しなければならない。 

 （自己評価制度） 

第１１条 乙は、センターの効果的・効率的な管理及びサービスの向上の観点から、指定

管理者としての管理運営について、毎年度自己評価を実施して、その報告書を前条第１

項の事業報告書とともに甲に提出しなければならない。 

 （業務状況の聴取等） 

第１２条 甲は、法第２４４条の２第１０項の規定に基づき、乙に対して、当該指定管理

業務及びその経理の状況に関し、定期に又は必要に応じて臨時に報告を求め、実地に調

査し、又は必要な指示をすることができる。 

（公の施設の管理目標の達成等） 

第１３条 乙は、甲、乙協議の上甲が設定する公の施設の管理目標を達成するよう努めな

ければならない。 

２ 甲は、前項に規定する管理目標の達成状況を確認し、乙に対して必要な指示をするこ

とができる。 

 （納税証明書の提出等） 

第１４条 乙は、指定の期間中、各事業年度の最終日から３月以内に、法人税、法人都道

府県民税、法人事業税、消費税及び地方消費税の納税証明書を甲に提出しなければなら

ない。 

２ 乙が埼玉県内に事業所（本社、支社、支店等）がある法人等である場合、乙は、同意

書（募集要項別紙様式３又はこれに準ずる書類）を甲に提出することで、前項に規定す

る納税証明書のうち、埼玉県が発行する法人県民税及び法人事業税の納税証明書の提出

を省略することができる。この場合において、甲は納税状況等確認システム（甲が甲の

業務において使用する、埼玉県税の納税義務者の納税状況等を確認できるシステムをい

う。）を用いて乙の納税状況等を確認するものとする。 

３ 甲が前項に規定した方法により、乙の納税状況等を確認できなかった場合、乙は、法

人県民税及び法人事業税の納税証明書を甲に提出しなければならない。 

４ 甲は、第１項及び前項に規定する納税証明書を確認し、必要があると認める場合には、

乙に対して、乙の経営状況に関し必要な報告を求めることができる。 
 （モニタリングの実施） 

第１５条 甲は、この協定に定めるもののほか、別紙２のとおり乙の実施する指定管理業

務その他センターにおける良好な管理及びサービスの質を維持するため必要な事項につ

いて定期に又は必要に応じて臨時にモニタリングを自ら実施し、又は乙に実施を指示す
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ることができる。 

２ 甲は、前項のモニタリングの結果、センターにおける良好な管理及びサービスの質を

維持するため必要があると認める場合には、乙に対して業務の改善等の必要な指示を行

い、期間を定めて、改善策の提出及び実施を求めることができる。 

 （地位の承継等の禁止） 

第１６条 乙は、指定管理者の地位を第三者に継承させ、譲渡し、担保に提供し、又はそ

の他の処分をしてはならない。 

 （委託等の禁止） 

第１７条 乙は、指定管理業務の執行に当たり、当該業務の全部を第三者に委託し、又は

請け負わせてはならない。 

２ 乙は、あらかじめ甲の承認を受けた場合に限り、当該業務の一部を第三者に委託し、

又は請け負わせることができる。 

３ 前項の場合において、乙は、第三者との間で締結した契約書の写しその他必要な資料

を甲に提出しなければならない。 

４ 乙は、第２項の規定により当該業務の一部を第三者に委託し、又は請け負わせるとき

は、当該第三者の責めに帰すべき事由を全て乙の責めに帰すべき事由として責任を負わ

なければならない。 

 （譲渡等の禁止） 

第１８条 乙は、センターの施設、設備及び物品を第三者に譲渡し、転貸し、又は賃借権

その他の使用若しくは収益を目的とする権利を設定してはならない。  

（通称の使用） 

第１９条 乙は、センターに通称を使用する場合は、あらかじめ甲の承認を受けなければ

ならない。 

（文書の管理・保存） 

第２０条 乙は、指定管理業務の執行に当たり作成し、又は取得した文書等については、

別記１「文書管理上の留意事項」に基づき、適正に管理・保存しなければならない。 

（秘密の保持） 

第２１条 乙は、指定管理業務に関して知り得た秘密をみだりに他に漏らし、又は指定管

理業務の執行以外の目的に使用してはならない。指定の期間が満了し、又は指定が取り

消された後においても、同様とする。 

２ 乙は、第１７条第２項の規定に基づき、指定管理業務の一部を第三者に委託し、又は

請け負わせる場合には、当該第三者に対し、前項の規定の例による義務を負わせなけれ

ばなら  

（個人情報の保護） 

第２２条 乙は、指定管理業務を通じて取得する個人に関する情報の取扱いについては、

別記２「個人情報取扱特記事項」によらなければならない。 

 （情報公開） 

第２３条 乙は、指定管理業務の執行に当たり作成し、又は取得した文書等であって、乙

が保有しているものについては、乙が定める情報公開規程等により開示するものとする。 

２ 乙は、前項の情報公開規程等を定めるに当たっては、甲と協議するものとする。当該

情報公開規程等を変更しようとするときも、同様とする。 

 

ない。 
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（県内中小企業者への配慮） 

第２４条 乙は、指定管理業務の執行に当たり、次のとおり県内中小企業者への配慮に留

意するものとする。 

（１）工事の発注、物品及び役務の調達等に当たっては、県内中小企業者の受注機会の増

大に努めること。 

（２）物品の調達等に当たっては、県内中小企業者が製造又は加工した物品の利用の推進

に努めること。 

 （環境への配慮） 

第２５条 乙は、指定管理業務の執行に当たり、次のとおり環境への配慮に留意するもの

とする。 

（１）電気、ガス、水等の使用量削減に向けた取組を進め、省エネルギーの徹底と二酸化

炭素などの温室効果ガスの排出抑制に努めるとともに、廃棄物の発生を抑制し、リサイ

クルの推進や適正処理を図ること。 

（２）資源採取から廃棄に至るまでの物品等のライフサイクル全体について、環境負荷の

低減に配慮した物品等の調達に努めること。 

（障害者雇用等への配慮） 

第２６条 乙は、指定管理業務の執行に当たり、次のとおり障害者の雇用等に最大限の配   

 慮を行うものとする。 

（１）県内に在住する障害者の雇用拡大に努めること。 

（２）物品の調達等に当たっては、県内障害者就労施設等からの調達に努めること。 

（施設、設備及び物品の使用） 

第２７条 乙は、指定管理業務の執行に当たり、甲の所有に属するセンターの施設、設備

及び物品を無償で使用することができる。 

 （備品の取扱い） 

第２８条 乙が指定管理業務を行うに当たり、甲が支払う委託料を充て埼玉県財務規則（昭

和３９年埼玉県規則第１８号）第１７０条第１項第１号に規定する備品を購入したとき

は、当該備品の所有権は、甲に帰属するものとする。 

２ 乙は、前項に規定する備品を購入するときは、あらかじめ甲に協議し、承認を受けな

ければならない。 

 （施設の現状変更の実施区分等） 

第２９条 第４条第１２号に規定する現状変更を行おうとする場合の実施区分は、別紙３

のとおりとする。 

２ 乙は、第４条第１２号の規定に基づき施設の現状変更を行った場合は、あらかじめ甲

の承認を得た場合を除き、甲の立会いによる確認を受けなければならない。 

３ 乙は、甲が必要と認めるときは、当該施設の現状変更に使用した設計図、施工図その

他の書面を甲に提出しなければならない。 

４ 甲は、第２項の確認において、当該施設の現状変更に不備があると認めるときは、そ

の改善を指示することができる。 

 （火災保険契約等） 

第３０条 甲は、甲の所有に属する施設について、火災保険契約（火災、落雷、破裂、爆

発による損害並びにこれらに関連する損害を対象とする保険契約をいう。）を締結するも

のとする。 
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２ 乙は、指定管理業務を開始する日までに、別紙４に定める内容の保険契約を締結する

ものとし、指定の期間中、当該保険契約に引き続き加入していなければならない。 

３ 乙は、前項の規定に基づく保険契約について、保険証券その他その内容を証する書面

を速やかに甲に提出しなければならない。保険契約を更新又は変更した場合も同様とす

る。 

（天災等による供用の休止等） 

第３１条 甲は、天災その他やむを得ない事由によりセンターの施設等の全部又は一部を

利用させることができないと認めるときは、その旨を乙に通知し、当該施設等の全部又

は一部の供用を休止させることができる。 

２ 乙は、予期することができない事由によりセンターの施設等の全部又は一部を利用さ

せることができないと認めるときは、甲の承認を得た上、当該施設等の全部又は一部の

供用を休止することができる。 

３ 前２項に規定する供用の休止により生じる損失その他経費の負担は、甲、乙協議の上

決定するものとする。 

 （第三者の損害の負担） 

第３２条 乙は、指定管理業の執行に当たり、乙の行為が原因で利用者その他の第三者に

損害が生じた場合には、その賠償の責めを負うものとする。 

２ 乙は、乙が行うセンターの管理に瑕疵があったことにより、利用者その他の第三者に

損害が生じた場合には、その賠償の責めを負うものとする。 

３ 前２項の場合における乙の責任分担の割合は、甲と乙が協議して定めるものとする。 

４ 前項の場合において、乙の行為又は管理により生じた損害は、甲の責めに帰すべき事

由による場合を除き、乙が負担するものとする。 

 （原状回復） 

第３３条 乙は、指定管理業務の執行に当たり、自己の責に帰すべき事由により施設、設

備又は物品を滅失し、若しくはき損したときは、速やかに原状に回復しなければならな

い。 

２ 甲は、乙が正当な理由がなく前項に規定する原状を回復する義務を怠ったときは、乙

に代わって原状を回復するための適当な処置を行うことができる。この場合において、

乙は、甲の処置に要した費用を負担しなければならない。 

 （指定管理業務の継続が困難となった場合の措置等） 

第３４条 乙は、指定管理業務の継続が困難となった場合又はそのおそれが生じた場合に

は、速やかにその旨を甲に申し出なければならない。 

２ 甲は、乙の責めに帰すべき事由により、指定管理業務の継続が困難となった場合又は

そのおそれが生じた場合には、乙に対して改善勧告を行い、期間を定めて、改善策の提

出及び実施を求めることができる。 

３ 不可抗力その他甲又は乙の責めに帰することができない事由により指定管理業務の継

続が困難となった場合又はそのおそれが生じた場合には、甲と乙は、指定管理業務の継

続の可否について協議するものとする。 

 （指定の取消し等） 

第３５条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、条例第２０条第１項の規定

により指定管理者の指定を取り消し、又は期間を定めて指定管理業務の全部又は一部の

停止を命ずることができる。 
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（１）乙が第９条、第１０条第１項、第１１条又は第１４条第１項の規定による報告書又

は納税証明書を提出せず、第１２条又は第１４条第４項の規定による報告の求め若し

くは調査に応じず、又は虚偽の報告をし、若しくは調査を妨げたとき。 

（２）乙が関係法令、条例及び規則又はこの協定の規定に基づく甲の指示に従わないとき。 

（３）乙が第１５条第２項又は前条第２項の規定による改善等を期間内にすることができ

なかったとき。 

（４）乙が関係法令、条例及び規則又はこの協定の規定に違反したとき。 

（５）乙が次のいずれかに該当するに至ったとき。 

 ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定により、甲に

おける一般競争入札等の参加を制限されている法人等 

 イ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立て、又は民

事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てがなされてい

る法人等 

 ウ 埼玉県から指名停止措置を受けている法人等 

 エ 法人税、法人都道府県民税、法人事業税、消費税及び地方消費税等納付すべき税金

を滞納している法人等 

 オ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

カ 暴力団又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。以下同じ。）若しくは暴

力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団の構成員等」と

いう。）の統制の下にある法人等 

キ その代表者等（法人にあってはその役員（非常勤を含む。）及び経営に事実上参加し

ている者を、その他の団体にあってはその代表者及び運営に事実上参加している者を

いう。）が暴力団の構成員等である法人等 

（６）乙の経営状況の悪化等により、指定管理業務を継続することが不可能又は著しく困

難であると認められるとき。 

（７）乙が、組織的な違法行為を行った場合など、乙に指定管理業務を行わせておくこと

が社会通念上著しく不適当と判断されるとき。 

（８）その他乙に指定管理業務を行わせておくことが適当でないと認められるとき。 

 （委託料の返還） 

第３６条 乙は、前条の規定により指定を取り消されたとき、又は期間を定めて指定管理

業務の全部若しくは一部の停止を命じられたときは、甲の請求により委託料の全部又は

一部を返還しなければならない。 

 （損害賠償等） 

第３７条 乙は、指定管理業務の執行に当たり、自己の責に帰すべき事由により甲に損害

を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。 

２ 乙は、条例第２０条第１項の規定により指定の取消し等をされた場合において、甲に

損失が生じたときは、その損失を補填しなければならない。 

 （施設等の引渡し） 

第３８条 乙は、指定管理者の指定の期間が満了し指定管理者として管理を行わなくなっ

たとき、又は条例第２０条第１項の規定により指定管理者の指定を取り消されたときは、

センターの施設、設備及び物品を甲の指定する期日までに、条例第２１条第２項の規定
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に従い原状に回復をした上で甲に引き渡さなければならない。 

２ 甲は、乙が正当な理由がなく前項に規定する原状を回復する義務を怠ったときは、乙

に代わって原状を回復するための適当な処置を行うことができる。この場合において、

乙は、甲の処置に要した費用を負担しなければならない。 

 （指定管理業務の引継ぎ） 

第３９条 乙は、指定管理者の指定の期間が満了し指定管理者としてセンターの管理を行

わなくなったとき、又は条例第２０条第１項の規定により指定管理者の指定を取り消さ

れたときは、センターの管理が遅滞なく円滑に実施されるよう、後任の指定管理者その

他その業務を引き継ぐ者に対して業務の引継ぎを実施しなければならない。この場合に

おいて、引継ぎの方法その他引継ぎに際し必要な事項については、別途協議するものと

する。 

２ 乙は、前項に規定する引継ぎに要する乙の費用を負担するものとする。 

（協定の改定） 

第４０条 この協定の締結後、法令の改廃、不可抗力その他特別な事業が生じたときは、

甲、乙協議して、この協定を改定することができる。 

（年度協定） 

第４１条 この協定に定めるものの他、各年度ごとに定めることが必要な事項については、

別途締結する年度協定に定めるものとする。 

 （様式） 

第４２条 この協定に必要な様式については、別途定めるものとする。 

 （信義則） 

第４３条 甲と乙は信義を重んじ、誠実にこの協定を遵守しなければならない。 

（管轄裁判所） 

第４４条 この協定に関する訴訟の提起は、甲の所在地を管轄する裁判所に行うものとす

る。  

（定めのない事項等） 

第４５条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じたときは、甲、乙協

議して定めるものとする。 

 この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、それぞれその

１通を所持する。 

 

 令和  年  月  日 

 

                  埼玉県さいたま市浦和区高砂三丁目１５番１号 

                甲 埼玉県 

                   

                  埼玉県知事     

                

                乙  
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別記１ 

 

文書管理上の留意事項 

 

（基本的事項） 

第１ 乙は、指定管理業務の実施に当たり作成し、又は取得した文書、図画及び電磁的記

録（以下「文書等」という。）を正確かつ迅速丁寧に取り扱うとともに、常にその処理の

経過を明らかにし、適正に管理しなければならない。 

 

（文書等の管理基準等） 

第２ 乙は、文書等を適正に管理するため、甲と協議の上、当該業務の性質、内容等に基

づく文書等の管理基準を定めなければならない。 

 

（文書等の保存期間） 

第３ 乙は、埼玉県文書管理規則第８条及び当該文書等の利用の頻度、保管場所のスペー

ス、消滅時効等を勘案し、甲と協議の上、当該文書等の保存期間を定めるものとする。 

 

（文書等の廃棄） 

第４ 乙は、当該文書等の保存期間が満了したときは、甲と協議の上、当該文書等の廃棄

を決定するものとする。この場合において、乙は、破砕、熔解、焼却その他甲の認める

方法により、当該文書等を廃棄しなければならない。 

 

（文書等の引継ぎ） 

第５ 乙は、指定期間が終了したときは、速やかに、当該文書等のうち保存期間が終了し

ていないもの又は甲の指示したものを甲又は甲の指定するものに引き継がなければなら

ない。 
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別記２ 

個人情報取扱特記事項 

 

 乙が指定管理業務を通じて取得する個人に関する情報（以下「個人情報」という。）の取

扱いについては、この特記事項によらなければならない。 

（基本的事項）  

第１ 乙は、個人情報の保護の重要性を認識し、指定管理業務の実施に当たっては、個人

情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下「法」という。）並びにその

他の個人情報の保護に関する法令、条例及び規則等を遵守し、個人の権利利益を侵害す

ることのないよう、個人情報の取扱いを適正に行わなければならない。 

（利用目的の特定） 

第２ 乙は、個人情報を取り扱うに当たっては、指定管理業務の遂行に必要な範囲内にお

いて、その利用の目的（以下「利用目的」という。）をできる限り特定しなければならな

い。 

（利用目的による制限） 

第３ 乙は、利用目的の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を取り扱ってはならない。 

（従事者の監督） 

第４ 乙は、指定管理業務に従事している者（以下「従事者」という。）に対し、法第６

６条、第６７条、第１７６条及び第１８０条の規定の内容を周知し、従事者から誓約書

（別記様式）の提出を受けなければならない。 

２ 乙は、前項の規定により従事者から誓約書の提出を受けたときは、甲に対し、その写

しを提出しなければならない。 

３ 乙は、その取り扱う個人情報の適切な管理が図られるよう、従事者に対して、第５第

１項により講ずることとした措置の周知及び遵守状況の監督その他の必要かつ適切な監

督を行わなければならない。 

（安全管理措置） 

第５ 乙は、個人情報の管理責任者、従事者の管理体制及び実施体制、個人情報の漏えい、

滅失又は毀損の防止その他の個人情報の安全管理に関する定めを作成するなど必要かつ

適切な措置を講じなければならない。 

２ 乙は、前項の規定により定めを作成するなど必要かつ適切な措置を講じたときは、甲

に対し、その内容を報告しなければならない。 

３ 甲は、個人情報の安全管理が図られるよう、乙に対して必要かつ適切な監督を行う。 

（取扱状況の報告等） 
第６ 乙は、あらかじめ甲の承認を得た場合を除き、甲、乙協議の上定める期間、方法及

び内容等で、その取り扱う個人情報の取扱状況等を書面により甲に報告しなければなら

ない。 

２ 前項の規定にかかわらず、甲は、乙が取り扱う個人情報の取扱状況、管理状況、従事

者の管理体制及び実施体制について、必要に応じ報告を求め、実地に調査することがで

きる。 

３ 甲は、乙に対し、前２項の規定による報告又は調査の結果に基づき、必要な指示をす

ることができる。 
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（利用及び提供の制限） 

第７ 乙は、甲の承認がある場合を除き、その取り扱う個人情報を指定管理業務以外の目

的のために自ら利用し、又は第三者に提供してはならない。指定管理業務を行わなくなっ

た後においても、同様とする。 

（個人情報の提供を受ける者に対する措置要求） 

第８ 乙は、第７に基づき、その取り扱う個人情報を第三者に提供する場合において、甲

と協議の上、必要があると認めるときは、その取り扱う個人情報の提供を受ける者に対

し、提供に係る個人情報について、その利用の目的若しくは方法の制限その他必要な制

限を付し、又はその漏えいの防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を

講ずることを求めなければならない。 

（複製等の禁止） 

第９ 乙は、その取り扱う個人情報の複製、送信、個人情報が記録されている媒体の外部へ

の送付又は持ち出しその他個人情報の適切な管理に支障を及ぼすおそれのある行為をして

はならない。ただし、あらかじめ甲の承認を受けたときは、この限りでない。 

（資料等の引渡し等） 

第１０ 乙は、指定管理業務を行わなくなった場合には、その取り扱う個人情報が記録さ

れた資料等（電磁的記録を含む。以下「引渡し対象資料等」という。）を速やかに甲又

は甲の指定する者に引き渡さなければならない。ただし、甲が別に指示したときは、そ

の指示に従うものとする。 

２ 前項に定める場合のほか、乙は、甲の承認を受けたときは、甲立会いの下に引渡し対

象資料等を廃棄することができる。 

３ 前２項の規定は、乙が指定管理業務を行う上で不要となった引渡し対象資料等につい

て準用する。 

（再委託の禁止等） 

第１１ 本協定書第１７条第２項に定めるところにより、乙が指定管理業務の一部（個人

情報の取扱いを含む場合に限る。）を第三者に委託し、又は請け負わせる場合は、乙は、

この協定及びこの特記事項の趣旨にのっとり、その取扱いを委託され、又は請け負った

個人情報の安全管理が図られるよう、委託を受け、又は請け負った者に対して次に掲げ

る事項を行わなければならない。 

（１）法第６６条、第６７条、第１７６条及び第１８０条の適用を受けることの説明をす

ること  

（２）個人情報の安全管理のために必要かつ適切な措置を講じさせること  

（３）個人情報の取扱状況、管理状況、従事者の管理体制及び実施体制について必要かつ

適切な監督をすること 

（安全確保上の問題への対応） 

第１２ 乙は、その取り扱う個人情報の漏えい、滅失、毀損その他の個人情報の安全の確保

に係る事態であって、指定管理業務の遂行に支障が生じるおそれのある事案の発生を知った

ときは、直ちに甲に対し、当該事案の内容、経緯、被害状況等を報告し、被害の拡大防止又

は復旧等のために必要な措置に関する甲の指示に従わなければならない。 

２ 乙は、事案の内容、影響等に応じて、その事実関係及び再発防止策の公表、当該事案

に係る本人への対応（本人に対する適宜の手段による通知を含む。）等の措置を甲と協

力して講じなければならない。 

（苦情処理） 

第１３ 乙は、個人情報の取扱いに関する苦情の適切かつ迅速な処理に努めなければなら

ない。 

２ 乙は、苦情を受けたときは、直ちに甲に報告しなければならない。 
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（別記様式） 

 

誓  約  書 

 

   私は、埼玉県社会福祉総合センターの指定管理業務に従事するに当たり、その業務を通

じて取り扱う個人情報に関し、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）

第６６条（安全管理措置）、第６７条（従事者の義務）、第１７６条及び第１８０条（罰

則）の規定の内容について、下記の者から説明を受けました。 

   私は、埼玉県社会福祉総合センターの指定管理業務に従事している間及び従事しなくな

った後において、その業務を通じて取り扱う個人情報について、個人情報の保護に関する

法律等の関係法令が適用されることを自覚し、県民の福祉を増進する目的をもって県民の

利用に供されるべき埼玉県社会福祉総合センターの指定管理業務の従事者として誠実に職

務を行うことを誓います。 

記 
 
 説明した者  埼玉県社会福祉総合センター指定管理者 

 

        ○○○（指定管理業務に関する統括責任者の役職名）○○○○（氏名） 

 

 

  令和   年   月   日 

 

                      氏 名              
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別紙１－１ 

指定管理業務に関する仕様書 １ 

 

＜社会福祉総合センター（彩の国すこやかプラザ）の管理運営＞ 

 

第１ 趣旨 

 本仕様書は、埼玉県社会福祉総合センターの指定管理者が行う指定管理業務のうち、

社会福祉総合センターを含む彩の国すこやかプラザ全体の管理運営に関する業務の内

容及び履行方法について定めることを目的とする。 

 

第２ 土地、建物及び物品 

１ 指定管理者が行う管理の範囲 

    土地 埼玉県さいたま市浦和区針ヶ谷４丁目２番６５号 5,367.19 ㎡ 

    建物 彩の国すこやかプラザ(鉄筋コンクリート造 ５階建 延べ床面積 6,801.98 ㎡） 

２ 管理業務に必要な物品として別紙５の備品を無償で貸与する。 

 

第３ 業務内容 

１ 施設の管理運営に関すること。 

  ア 施設の使用料金        別紙６ 

  ※ 使用料の徴収に関する業務は、別途契約するものとする。 

  イ 施設の管理の基準      別途定める「埼玉県社会福祉総合センター管理 

                 要領」によること。 

 ２ 施設の利用の許可、調整及び利用促進に関すること。 

 ３ 施設、設備、物品等の貸付及び利用指導に関すること。 

４ 設備の運転、清掃及び警備並びに来場者の案内に関すること。 

  ア 施設管理業務   別紙７ 

  イ 清掃作業実施基準 別紙７ 

  ウ 警備業務      

５ 施設、設備、物品等の軽微な修繕及び取替えに関すること。 

６ 施設の改築、修繕等の実施及び費用負担区分については、別紙３による。 

７ 施設の防災等に関すること。 

  ア 施設内での事故発生の防止に努めること。 

  イ 緊急時の対応、防災・防火対策等について、マニュアルを作成し、職員を指導す

ること。 

  ウ 防火管理者として、防火管理者の資格を有するものを選任すること。 

８ 各入居団体間における施設の利用調整並びに光熱水費等の維持管理費に係る負担金

の調整に関すること。 

９ 自家用電気工作物の工事、維持及び運用に関する電気事業法上の電気保安管理業務

に関すること。 

１０ 前各号に定めるもののほか、埼玉県社会福祉総合センターの設置目的に従い、維

持、管理、運営を行うこと。 
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第４ 業務の履行 

１ 乙は、本仕様書第２で定める土地、建物及び物品を善良な管理者の注意をもって管

理しなければならない。 

２ 乙は、前号の土地、建物及び物品を当該施設の目的外に使用してはならない。 

３ 乙は、委託施設に他の施設若しくは設備を設け、又は乙以外の者にこれを設けさせ

てはならない。ただし、あらかじめ甲の承認を得た場合は、この限りではない。 

４ 乙は、委託施設の土地、建物及び物品の現状の変更、修繕（軽微な修繕を除く。）、

又は廃棄等の必要があるときは、速やかに甲に報告し、その指示を受けなければなら

ない。 

５ 乙は、埼玉県社会福祉総合センター条例及び埼玉県社会福祉総合センター管理規則

に従うほか、甲が必要に応じて指導する事項を遵守の上、誠実に業務を執行しなけれ

ばならない。 

 

第５ 報告書等の提出 

乙は、次に掲げる報告書等を当該各号に掲げる期限までに甲に提出しなければなら

ない。 

１ 会議室利用状況報告書（月別）     当該月の翌月１５日 

２ 会議室利用状況報告書（年間）     年度終了後３０日以内 

３ 使用料徴収状況報告書（月別）     当該月の翌月１５日 

４ 使用料徴収状況報告書（年間）     年度終了後３０日以内 

５ 入居団体負担金一覧表         毎四半期終了翌月末 

 

第６ その他 

１ 乙は、令和  年  月  日に提出された「埼玉県社会福祉総合センターの管理に

関する事業計画書」に記載の提案内容に基づき、誠実に業務を履行するものとする。提

案内容を変更しようとするときは、甲、乙協議の上、決定するものとする。 

２ 乙は、社会福祉総合センター指定管理業務（社会福祉総合センターの管理運営）を行

うに当たっては、乙の自主事業と明確に区分し、表示するものとする。 

 

第７ 定めのない事項 

この仕様に定めのない事項及びこの仕様に疑義を生じたときは、甲、乙協議して定

めるものとする。 
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別紙１－２ 

指定管理業務に関する仕様書 ２ 

 

＜福祉研修センターの運営＞ 

 

第１ 趣旨 

   本仕様書は、埼玉県社会福祉総合センターの指定管理者が行う指定管理業務のうち、

福祉研修センターの運営に関する業務（以下「業務」という。）の内容及び履行方法に

ついて定めることを目的とする。 

 

第２ 業務目的 

 県民への福祉サービスの質を確保するため、社会福祉事業従事者、民生委員・児童

委員、地域福祉活動者等を対象に研修を行い、その資質の向上を図る。また、少子高

齢化、核家族化など社会状況の変化、県民ニーズの多様化に対応した研修内容の充実

強化を図る。 

 

第３ 業務内容 

 １ 研修の実施に関すること 

 （１）民生委員・児童委員を対象とした研修 

 （２）社会福祉事業従事者等を対象とした研修 

（３）上記（１）、（２）以外の者を対象とした研修 

 ２ 研修効果の測定及び研修内容の検討に関すること 

     研修内容をよりよいものとするため効果測定を行うとともに、具体的な研修内容及

び企画の検討を行うために委員会を設置するなど事業の検討を行う。 

 

第４ 参加費の設定 

 １ 第３の１（１）民生委員・児童委員に関する研修については、参加費等を徴収する

ことはできない。 

２ 前記以外の研修で参加費の設定を行う場合は、実費額相当分を算出し、あらかじめ

甲と協議し、適切な金額を設定すること。また、参加費の金額の変更についても、甲

と協議を行うこと。 

 

第５ 報告書等の提出  

  乙は、次に掲げる報告書等を当該各号に掲げる期限までに甲に提出しなければなら

ない。 

 １ 福祉研修センター業務実施状況報告書   毎四半期終了後１５日以内 

 ２ 民生委員・児童委員研修の事業計画書、実施報告書及び決算報告書等甲がその都度 

  示すもの。 

 

第６ その他 

１ 乙は、令和  年  月  日に提出された「埼玉県社会福祉総合センターの管理

に関する事業計画書」に記載の提案内容に基づき、誠実に業務を履行するものとする。

提案内容を変更しようとするときは、甲、乙協議の上、決定するものとする。 
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２ 乙は、社会福祉総合センター指定管理業務（福祉研修センターの運営）を行

うに当たっては、乙の自主事業と明確に区分し、表示するものとする。 

 

第７ 定めのない事項 

この仕様に定めのない事項及びこの仕様に疑義を生じたときは、甲、乙協議して定

めるものとする。 
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別紙１－３ 

指定管理業務に関する仕様書 ３ 

 

＜福祉情報センターの運営＞ 

 

第１ 趣旨 

   本仕様書は、埼玉県社会福祉総合センターの指定管理者が行う指定管理業務のうち、

福祉情報センターの運営に関する業務（以下「業務」という。）の内容及び履行方法に

ついて定めることを目的とする。 

 

第２ 業務目的 

   県民が必要とする福祉情報を分かりやすく整理して発信する。 

   また、福祉に関する図書・ＤＶＤ等を備え、貸出等を行うことにより、県民及び福

祉関係者の介護技術や相談支援等の知識・スキル向上の手助けをする。 

 

第３ 業務内容 

 １ 社会福祉情報ホームページの管理・更新 

（１）各種福祉制度情報  

国、県、市町村及び関連団体等が所管する福祉制度情報をわかりやすく整理し 

て提供する。 

（２）各種相談窓口情報 

様々な福祉課題に対応する相談窓口情報をわかりやすく整理して提供する。 

（３）講座・イベント情報 

福祉情報センターの研修情報、介護すまいる館の福祉用具情報及び県、関係機関

等の実施する講座・イベント情報を収集して提供する。 

（４）その他 

社会福祉の趨勢や利用者の声を踏まえ、必要に応じてコンテンツの見直しを行う。 

また、乙は自らの負担でサーバを設置し、管理責任者を定めるとともに、情報セ

キュリティ対策を講じる等適正な管理を行う。 

 

 ２ 福祉に関する情報の収集及び提供 

乙が購入、収集又は管理する図書・DVD 等の福祉情報を誰にでも利用しやすい形で

提供する。 

 

図書・DVD 等の貸出受付日時・時間 

     １ 受 付 日  火曜日から日曜日 

     ２ 受付時間  午前９時から午後５時まで 

     ３ 受付を行わない日 

      ア 月曜日 

     イ 祝日 

       ただし、月曜が祝日である場合は、その翌日も受付を行わない日とする。 

       ウ 年末年始（１２月２９日から１月３日まで） 

      エ 施設の保守点検に必要な日 
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     ４ 臨時受付日 

    乙は、前３項の規定に関わらず、甲と協議の上、臨時に、受付日及び受付を 

   行わない日を設けることができるものとする。 

 

 第４ 物品の管理等 

（１） 乙が、福祉に関する情報提供のために指定管理委託料により購入した物品（図書、

DVD）については、甲の所有に属するものとする。 

（２）乙は、甲が別に定める物品管理簿を備えてその保管に係る物品を整理し、購入及

び破棄等の移動について甲に報告しなければならない。 

 

第５ 報告書等の提出 

    乙は、次に掲げる報告書等を当該各号に定める期限までに甲に提出しなければなら

ない。 

    １ 福祉情報センター運営事業状況報告書  毎四半期終了後１５日以内 

 

第６ 業務の引継ぎ 

乙は、指定期間の終了又は指定の取消し等により次期指定管理者に業務を引き継ぐ

際は、円滑な引継ぎに協力するとともに、必要なデータ等を遅延なく提供するものと

する。 

第７ その他 

１ 乙は、令和  年  月  日に提出された「埼玉県社会福祉総合センターの管理

に関する事業計画書」に記載の提案内容に基づき、誠実に業務を履行するものとする。

提案内容を変更しようとするときは、甲、乙協議の上、決定するものとする。 

２ 乙は、埼玉県社会福祉総合センター指定管理業務（福祉情報センターの運営）を行

うに当たっては、乙の自主事業と明確に区分し、表示するものとする。 

 

第８ 定めのない事項 

この仕様に定めのない事項及びこの仕様に疑義を生じたときは、甲、乙協議して定

めるものとする。 
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別紙１－４ 

指定管理業務に関する仕様書 ４ 

 

＜介護すまいる館の運営＞ 

 

第１ 趣旨 

   本仕様書は、埼玉県社会福祉総合センターの指定管理者が行う指定管理業務のうち、

介護すまいる館の運営に関する業務(以下「業務」という。)の内容及び履行方法につ

いて定めることを目的とする。 

 

第２ 業務目的 

身体能力の低下した高齢者等の自立の支援と介護する家族等の負担の軽減に資する

ため、福祉用具等の利用支援のための事業を行うものとする。あわせて、高齢者を始

め誰もが安心して快適に過ごせる生活環境の創造に資するユニバーサルデザインの普

及啓発や、介護職員の業務負担軽減や職場環境の改善につながる介護ロボット等の導

入促進を行う。 

 

第３ 開館・休館日時 

  １ 開 館 日  火曜日から日曜日（祝日及び月曜日が祝日の場合、その翌日を除く） 

  ２ 開館時間   午前９時から午後５時まで 

  ３ 休 館 日 

   ア 月 曜 日 

   イ 祝日 

    ただし、月曜が祝日である場合は、その翌日も休館日とする。 

ウ 毎月第１日曜日 

エ 年末年始（１２月２９日から１月３日まで） 

   オ 施設の保守点検に必要な日 

  カ 第３８回全国健康福祉祭埼玉大会における相談コーナー実施日 

    （令和８年１１月７日（土）及び令和８年１１月８日（日））  

  ４ 臨時開館・休館 

 乙は、前３項の規定に関わらず、甲と協議の上、臨時に、開館、又は休館すること

ができるものとする。 

 

第４ 指定管理業務の内容 

 １ 福祉用具等の利用支援 
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高齢者の自立の支援と介護する家族の負担の軽減を図るために、有効な福祉用具及

び介護用品（以下「用具等」という。）並びに住宅改修に関する情報を収集するとと

もに、用具等の展示により、その機能を広く県民に紹介する。また、用具等の選び方、

使用方法、住宅改修等の相談に応じる。来場者の利便性を図るため、販売も行う。 

展示する用具等の選定については、以下の選定基準を満たすこと。 

 ア 利用者のニーズに応じた用具等を展示する。  

 イ 特定の製造メーカー、販売店の用具等に偏らず展示する。 

 ウ 用具等に関する問い合わせ、アフターケア、万一の事故補償に速やかな対応がで

きるメーカーの製品を展示する。 

 エ 試験資料等により、その効果、安全性が明らかな用具等を展示する。 

 オ メーカー等から展示について了承を受けた用具等を展示する。 

 カ 事業者団体が通常取り扱わない用具等についても、その効用の先駆性や利用者の

利便性を考慮し、メーカー等の協力を得た上で、可能な限り展示する。 

２ ユニバーサルデザインの普及啓発 

高齢者を始め誰もが安心して快適に過ごせる生活環境の創造に資するため、ユニバ

ーサルデザインに関する情報を収集するとともに、代表的製品等を展示し、その機能

を広く県民に紹介し、ユニバーサルデザインの普及を図る。 

 ３ 介護ロボット等の導入促進 

 生産性向上による働きやすい職場環境の実現を推進するため、介護職員の業務負担

軽減や職場環境の改善などにつながる介護ロボット等に関する情報を収集するととも

に、代表的製品等を展示し、介護現場への導入促進を図る。 

  ４ 福祉用具等に関する研修・普及 

福祉用具、介護用品、住宅改修、ユニバーサルデザイン、介護ロボット等（以下、

「福祉用具等」という。）に関し、出張展示・相談の実施や研修の開催等により、福

祉用具等の普及啓発を行う。 

  ５ 民間事業者と利用者の媒介 

福祉用具等に関して、利用者の苦情・要望を収集し、民間事業者等に情報提供する

ことにより、適正な福祉用具等の開発に資するものとする。 

  ６ 市町村・ＮＰＯ団体等の活動支援 

福祉用具等に関して、情報を収集し、市町村やＮＰＯ等に情報提供するとともに、

研修等の活動の支援を行う。 

  ７ 介護すまいる館の管理 

     介護すまいる館の設備・備品の管理を行う。 

８ 第３８回全国健康福祉祭埼玉大会における相談コーナーの運営 

   第３８回全国健康福祉祭埼玉大会では、用具等に関する相談を広く県民から受ける

相談コーナー（日程：令和８年１１月７日（土）～令和８年１１月９日（月） 場所
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：ソニックシティ）を実施予定であり、その運営を行う。 

  ９ その他の業務 

     上記の目的を達成するために必要な業務を行う。 

 

第５ 報告等 

乙は、次に掲げる事項を当該各号に掲げる期限までに甲に報告しなければならない。 

１ 来館者数状況報告書（月別）     当該月の翌月１５日 

２ 相談件数状況報告書（月別）     当該月の翌月１５日 

３ 用具等販売状況報告書（月別）    当該月の翌月１５日 

 

第６ その他 

１ 乙は、令和  年  月  日に提出した「埼玉県社会福祉総合センターの管理に

関する事業書」に記載の提案内容に基づき、誠実に指定管理業務を履行するものとす

る。提案内容を変更しようとするときは、甲、乙協議の上、決定するものとする。 

２ 乙は、埼玉県社会福祉総合センター指定管理業務（介護すまいる館の運営）を行う

に当たっては、乙の自主事業と明確に区分し、表示するものとする。 

 

第７ 定めのない事項 

この仕様に定めのない事項及びこの仕様に疑義を生じたときは、甲、乙協議して定

めるものとする。 

-93-



別紙２ 

埼玉県社会福祉総合センターモニタリング実施計画 

 

（総則） 

第１ 甲及び乙は、本事業に対するモニタリングを実施し、協定書及び事業計画書等に定

める仕様及び水準（以下「仕様・水準」という。）の未達成が確認された場合、甲は、乙

に改善要求を行う。 

 

（モニタリングの方法） 

第２ 甲及び乙は各々の費用負担において、指定期間中、管理運営業務に対するモニタリ

ングを行う。 

（１）乙によるセルフモニタリング 

   乙は、利用者への意見聴取等を毎年度行い、その結果を事業報告書に記載する。ま

た、意見聴取等の実施に際しては、実施方法及び質問内容について、事前に甲と協議

の上、承認を得ること。 

（２）甲による定期モニタリング 

   甲は、定期モニタリングを行う。定期モニタリングは、乙が作成し提出する報告書

の内容を確認し、乙の業務実施状況を確認する等の方法により実施する。また、甲は、

必要に応じて施設巡回、業務監視、乙に対する説明要求及び立合い等を行い、乙の業

務実施状況を確認する。 

   乙は、甲の定期モニタリングの実施につき、甲に対して最大限の協力を行うものと

する。 

（３）甲による臨時モニタリング 

   甲は、指定期間中、必要に応じて臨時モニタリングを実施する。 

臨時モニタリングは、随時に、甲が、乙に説明を求め、又は実地調査を行い、業務

の状況を確認することにより行う。 

（４）甲による利用者ヒアリング 

   甲は、必要に応じて、本施設の利用者へヒアリングを行う。 

 

（仕様・水準が未達成の場合の措置） 

第３ 改善要求 

（１）甲は、管理運営業務が仕様・水準を満たしていないと確認した場合には、乙に改善

要求を行う。 

（２）乙は、甲からの改善要求に基づき、仕様・水準を満たしていない状態を一定期間内

に改善・復旧することを内容とする改善計画書を直ちに作成し、甲に提出する。 

（３）甲は、乙の提出した改善計画書について、仕様・水準を満たしていない状態の改善・

復旧が一定期間内にできる内容であると認めた場合には、直ちにこれを承認する。な

お、甲は、承認に当たって改善計画書の変更を求めることがある。 
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（４）乙が、改善計画書に示された一定期間内に業務の改善・復旧を実現することができ

なかった場合、甲は、再度改善要求を行い、必要な措置を求め、乙は、甲の指示に基

づき、改善計画書を再提出する。 

（５）再度の改善要求にも業務の改善が認められない場合、甲は、乙に対する指定を取り

消し、又は期間を定めて本業務の全部又は一部の停止を命ずることができる。 
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モニタリング 

業務が履行されていない 

 

改善要求 

 

同一の業務区分で２回目の

改善要求となるか 

 

甲による、必要な指示 

改善されたか 

ＹＥＳ ＮＯ 

業務の継続 

ＹＥＳ 

ＹＥＳ 

ＮＯ 

甲の判断により指定の 

取り消し等 

改善要求により改善 

がなされたか 

ＮＯ 

ＮＯ 

＜モニタリングの流れ＞ 
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別紙３

【実施区分】

県 指
改築又は大規模修繕
資本的支出及び見積額
１００万円以上の修繕

躯体、基
礎軸組、
鉄骨部
分、小屋
組等の取
替

○

建築基準法施行令第１条に規定する
「構造耐力上主要な部分」について
は、所有者である甲が管理すべきも
のであるため、必要に応じて甲が行
う。

見積額１００万円未満
の修繕 ○

本来の効用持続年数を維持するため
の業務として乙が実施する。

新設等 基本的に構築物での新設等は考えて
いないが、必要に応じ甲乙で協議す
る。

資本的支出及び見積額
１００万円以上の修繕 ○

見積額１００万円未満
の修繕 ○

本来の効用持続年数を維持するため
の業務として乙が実施する。

機械装置 新設等 基本的に機械装置単独での新設等は
考えていないが、必要に応じ甲乙で
協議する。

資本的支出及び見積額
１００万円以上の修繕 ○

見積額１００万円未満
の修繕 ○

本来の効用持続年数を維持するため
の業務として乙が実施する。

購入

○

センターの管理運営上必要なものの
購入であるため、乙が実施する。な
お、乙が委託料により購入するもの
は甲の備品とする。

資本的支出となる修繕 ○
上記以外の修繕

○

本来の効用持続年数を維持するため
の業務として乙が実施する。

いわゆる
「模様替
え」等 ○

乙が委託料以外の費用により、サー
ビスの向上や効率的な管理運営のた
め、改築等した部分についての権利
を将来にわたって主張しないことが
条件

【費用負担区分】
　実施区分と同様とし、甲、乙それぞれが費用を負担するものとする。ただし、天災その他不
可抗力による建物等の損壊復旧に係る費用の負担については、甲、乙協議する。

施設の改築又は修繕等の実施及び費用負担区分

工具器
具備品

基本的な考え方
※１　原則として、本来の効用持続年数を維持するために必要な限度の維持修繕（小修繕：
    見積額１００万円未満のもの等）は、施設の管理に付随するものであるため、乙が実施
　　し、それ以外は甲が実施する。
※２　乙は、建物の改築又は修繕、構築物の新設等又は修繕、機械装置の新設等又は修繕
　　及び備品の購入等に当たっては、原則としてあらかじめ甲と協議し、承認を受けなけれ
　　ばならない。

実施区分の考え方

建　物

構築物

実施区分
区分 項目 内容

上記以外の建物、構築物、機械
装置、工具機器備品の改築・改
造等
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別紙４ 

 

乙が契約を締結すべき保険 

 

 

 乙は、指定期間中、次の保険契約を締結するものとする。 

 なお、保険契約については、１年ごとに更新することも可能とする。 

 

 

施設賠償責任保険 

 保険契約者  乙 

 被 保 険 者  乙 

 保険の対象  彩の国すこやかプラザの施設内における法律上の賠償責任 

 保 険 期 間  指定管理の期間中更新し続けるものとする 

 補 償 額  対人：１名当たり５，０００万円以上、１事故当たり２億円以上 

        対物：１事故当たり３，０００万円以上 

 免 責 金 額  なし 
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別紙５

協定書№
備品管理番号 品　　目 規格・寸法・型式等

買入単価又
は見積単価

購入年月日
標示
番号

1 11G16000005 オーバーヘッドプロジェクター エルモHP-A305Sソーラー 176,085 平成13年4月1日 4-1
2 11G16000006 オーバーヘッドプロジェクター エルモHP-A305Sソーラー 176,085 平成13年4月1日 4-2
3 11G16000014 コインロッカー コクヨ　KL-18H53 126,525 平成13年4月1日 10-1
4 11G16000015 スライド映写機 エルモ253AF　格納式映写代付 106,554 平成13年4月1日 11-1
5 11G16000016 スライド映写機 エルモ253AF　格納式映写代付 106,554 平成13年4月1日 11-2
6 11G16000017 テーブル・イスセット アイチ　DT-5-1575・ELL9020C-CR 126,000 平成13年4月1日 13-1
7 11G16000018 テーブル・イスセット アイチ　DT-5-1575・ELL9020C-CR 126,000 平成13年4月1日 13-2
8 11G16000019 テーブル・イスセット アイチ　DT-5-1875・ELL9020C-CR 173,775 平成13年4月1日 13-3
9 11G16000020 テーブル・イスセット アイチ　DT-5-1875・ELL9020C-CR 173,775 平成13年4月1日 13-4

10
11G16000021 テーブル・イスセット

オカムラ　8192TB・CG14GZ
（テーブル１、椅子4）

131,775 平成13年4月1日 13-6

11
11G16000022 テーブル・イスセット

オカムラ　8192TB・CG14GZ
（テーブル１、椅子4）

131,775 平成13年4月1日 13-7

12 11G16000041 寝台 フランスベッド　FB-720　他 119,999 平成13年4月1日 21-8
13 11G16000046 長いす アイチ　MARS-3B（V） 119,385 平成13年4月1日 22-5
14 11G16000047 長いす アイチ　MARS-3B（V） 119,385 平成13年4月1日 22-6
15 11G16000048 長いす アイチ　MARS-3B（V） 119,385 平成13年4月1日 22-7
16 11G16000049 長いす アイチ　MARS-3B（V） 119,385 平成13年4月1日 22-8
17 11G16000050 長いす ホウトク　PK2113 128,415 平成13年4月1日 22-9
18 11G16000051 長いす ホウトク　PK2113 128,415 平成13年4月1日 22-10
19 11G16000052 長いす ホウトク　PK2113 128,415 平成13年4月1日 22-11
20 11G16000053 長いす ホウトク　PK2113 128,415 平成13年4月1日 22-12
21 11G16000054 長いす ホウトク　PK2113 128,415 平成13年4月1日 22-13
22 11G16000055 長いす ホウトク　PK2113 128,415 平成13年4月1日 22-14
23 11G16000062 ポータブルアンプセット ビクター　PE-W91 145,950 平成13年4月1日 23-1
24 11G16000063 ポータブルアンプセット ビクター　PE-W91 145,950 平成13年4月1日 23-2

25
11G16000064 録音機材一式

ﾐﾆﾃﾞｨｽｸﾃﾞｯｷ：ｿﾆｰ　MDS-JB940
ｶｾｯﾄﾃﾞｯｷ：ｿﾆｰ　TC-RX1000T
ｶｾｯﾄﾌﾟﾘﾝﾀｰ：ｿﾆｰ　CCP-1310F　　他

336,000 平成13年4月1日 25-1

26 11G16000065 移動型ＡＶワゴン オカムラ　マルチメディアワゴン　他 655,200 平成13年4月1日 27-1
27 11G16000066 移動型ＡＶワゴン オカムラ　マルチメディアワゴン　他 655,200 平成13年4月1日 27-2
28 11G16000067 移動型ＡＶワゴン オカムラ　マルチメディアワゴン　他 655,200 平成13年4月1日 27-3
29 11G16000130 応接セット オカムラ　2368TZM651・2324AZFP04 134,978 平成13年4月1日 30-1
30 11G16000131 応接セット オカムラ　2368TZM651・2324AZFP04 134,978 平成13年4月1日 30-2

31
11G16000139 講演机

内田洋行　1-357-5065・1-357-5067
（講演台・花代セット）

135,765 平成13年4月1日 38-2

32
11G16000154 展示パネルセット

イトーキ　VDB-212
(パネル６、ポール１２、ワイヤフック６)

336,000 平成13年4月1日 50-1

33 11G16000157 機械警備モニター Panasonic TH-L32V1 171,150 平成22年3月22日 53-1
34 11G16000160 自動応答装置 タカコム　ATーＤ３９Ｒ 136,500 平成13年6月1日 100-2
35 11G16000162 各階案内板 HC-36368 307,125 平成14年2月20日 100-10
36 11G16000166 音声誘導装置 松下 　ＥＬ711W 152,250 平成15年1月10日 100-25
37 11G16000172 プロジェクター キャノン　WX450ST 486,000 平成26年9月15日 101-1
38 11G16000173 プロジェクター キャノン　WX450ST 488,840 平成27年2月26日 101-2
39 11G16000175 パーソナルコンピューター 富士通FMVJ01005 249,100 平成29年3月15日 102-1
40 11G16000176 サーバー 富士通PYT2541T2N 328,000 平成29年3月15日 103-1
41 11G16100001 掲示板 H1975×W2134 563,760 平成29年5月23日 105-1
42 11G16100002 自動体外式除細動器（AED) AEDハートスタート　HS1 237,600 平成29年7月10日 106-1

44 11G16100004 段差解消機 テクノリフレクター　TDK100SS 1,300,000 平成31年2月25日 108-1
45 11G16100005 ソフトウェア 情報館ver9 156,200 令和2年3月16日 109-1

貸与財産一覧

11G16100003 電気温水器
イトミック電気温水器
ESD25BRX220CO 301,968 平成29年8月16日 107-1

43
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別紙６

会議施設等使用料金

○　使用料

　使　用　料　（円）　　　　　　　　※消費税を含む。

午前 午後 夜間 １日

9:00～12:00 13:00～17:00 17:30～21:00 9:00～21:00

北側 138 4,970 10,160 11,610 22,600

南側 138 4,430 9,040 10,310 20,100

全体 294 9,400 19,200 21,920 42,700

24 1,800 3,540 4,150 8,160

24 1,870 3,680 4,320 8,490

24 1,760 3,460 4,070 7,990

4 550 1,080 1,270 2,500

4 580 1,150 1,360 2,660

3 42 3,700 7,300 8,560 16,820

18 1,240 2,460 2,880 5,660

36 2,820 5,560 6,530 12,820

24 1,870 3,680 4,320 8,490

24 1,900 3,760 4,410 8,660

4

会議室１ 会議室１・２と、接
続使用が可能で
す。会議室２

会議室３ 会議室３・４と、接
続使用が可能で
す。会議室４

多目的実習室

○　備品使用料
　　附属設備・備品の使用料は、午前、午後及び夜間におけるそれぞれの利用を、それぞれ１回として計算
　します。

階 室名
定員
（人）

備　　考

2

セミナー
ホール

研修室１ 研修室は、１・２、
２・３、１・２・３と、接
続使用が可能で
す。

研修室２

研修室３

準備室１

準備室２
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　□■セミナーホール付設■□ 単位：円

単位 金額
(１回につき）

一式 5,650

一式 1,040
一式 520

　□■研修室付設■□ 単位：円

単位 金額
(１回につき）

一式 1,360

一式 1,040

一式 830

　□■多目的実習室付設■□ 単位：円

単位 金額
(１回につき）

一式 1,360

一式 1,040
一式 830

　□■その他の備品■□ 単位：円

単位 金額
(１回につき）

一式 520

一式 1,360

一式 620
一式 620
一台 520

備　考

ワイヤレスマイク２　　

台付。使用料にはスクリーン代を含む。

オーバーヘッドカメラ
拡声装置

名　　称 備　考

音響・映像装置

オーバーヘッドプロジェクター
移動型オーバーヘッドカメラ

移動型音響映像ワゴン

スライド映写機

名　　称

携帯用ワイヤレスアンプ

台付。使用料にはスクリーン代を含む。

ワイヤレスマイク１・ビデオ・プロジェクター・パソコン接続、使
用料にはスクリーン代を含む。

ワイヤレスマイク２　　有線マイク２

オーバーヘッドカメラ

拡声装置

台付

マイク（ワイヤレスマイク２　有線マイク２）・ビデオ・プロジェク
ター・OHC・パソコン接続（パソコンは利用者持参）・カセット
デッキ・スクリーン付設

名　　称 備　考

音響・映像装置

研修室１使用又は研修室１・２、研修室１・２・３と接続使用する
場合に利用可。ワイヤレスマイク２　　有線マイク２

台付

研修室１・２、研修室１・２・３と接続使用する場合のみ利用可。
マイク（ワイヤレスマイク２　　有線マイク２）・ビデオ・プロジェク
ター・OHC・パソコン接続（パソコンは利用者持参）・カセット
デッキ・スクリーン付設

拡声装置
講演台

名　　称 備　考

音響映像装置
全体使用・北側使用の場合のみ利用可。マイク（ワイヤレスマ
イク２　　有線マイク２）・ビデオ・プロジェクター・OHC・パソコン
接続（パソコンは利用者持参）・スクリーン付設

ワイヤレスマイク２　　有線マイク２
花台付設
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別紙７

施設管理業務

ア　施設管理業務一覧

清掃業務 日常・定期清掃 通年

空気環境測定業務等 年６回

館内消毒業務 年２回

貯水槽清掃業務 年１回

排水設備清掃業務 年２回

水質検査業務（飲料水） 年２回

遊離残留塩素測定業務（飲料水） 年52回

水質検査業務（雑用水） 年52回

遊離残留塩素測定業務（雑用水） 年52回

設備運転維持管理業務 通年

ソーラーシステム保守点検 年１回

濾過装置保守点検 年１回

バコティンヒーター保守点検 年２回

蓄熱槽等保守点検 年１回

電気給湯器保守点検 年１回

ガスヒートポンプエアコン保守点検 年１回

空調機用高性能フィルター交換 必要な都度

冷・暖房切替 年２回

空調設備保守点検 年２回

空調設備部品交換 必要な都度

スケジュール調整・故障時対応等 通年

第一種特定製品定期点検 年４回

年４回

年１回

ＩＴＶ設備保守点検 年１回

消防設備保守点検 年２回

発電機設備保守点検 年２回

防火設備点検 年１回

樹木・庭園管理 必要な都度

避雷針設備保守点検 年1回

エレベーター設備保守点検業務 通年

予約・案内装置点検業務 必要な都度

段差解消機リフト点検業務 年1回

塵芥処理業務 通年

機械警備業務 通年

年１回

会議室貸出・受付業務 通年

ＡＶ設備保守点検 年１回

セミナーホールステージバトン、調光装置等点検業務 年１回

セミナーホール化粧扉保守点検業務 年１回

建築物定期点検 ３年に１回

建築設備定期点検 年１回

定期巡視点検 年１回

日常巡視点検 月１回

回数

水・ガス関係設備保守点検業務

空調設備機器保守点検業務

環境衛生管理業務

消防設備保守点検業務

自家用電気工作物保安管理業務

公共建築物定期点検業務

会議施設関係業務

　業　　　　　　　務　　　　　　　名

照明制御装置

電動シャッター定期保守点検業務

自動ドア定期保守点検業務
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イ　設備運転監視業務　作業項目

設置場所 設備機器名 メーカー名 型式等 台数 監視、点検等の時期・手順等

１Ｆ機械室 冷温水発生器 川重冷熱工業 Σ1AG100BA5形 2 毎日、目視点検

給湯ボイラー ㈱タクマ GSAN‐100BN形 1         〃

膨張タンク 日立機材㈱　 AST-90  001902 1         〃

蓄熱槽 森松工業㈱　 ＮＴ 1         〃

貯湯槽 森松工業㈱ ＳＴ 1         〃

落水槽 森松工業㈱ ＭＰ 1         〃

受水槽 森松工業㈱ ＭＰ 1         〃

給湯一次ポンプ ㈱川本製作所 QGR2-325  CW-0.4 1         〃

集熱ポンプ ㈱川本製作所 QGR2-40 × 325-CW2.2 1         〃

加圧給水ポンプ ㈱川本製作所 KF50P 3.7G 2         〃

揚水ポンプ ㈱川本製作所 KR4-405　C-2.2 2         〃

冷温水ポンプ ㈱川本製作所 GEM-80X 655M-4M11 2         〃

冷却水ポンプ ㈱川本製作所 GEM-125X 1005M-4M11 2         〃

濾過装置 三水機工㈱ SKWS-06形 一式         〃

外調機 昭和鉄工㈱ ZOV-100EK 1         〃

消火ポンプ室 消火ポンプ ㈱川本製作所 KTK-405X　3S-C5.5 一式         〃
発電気室 発電機 松下電器産業㈱ ZG-N225SSS 1 毎日、目視点検。月に１度、関東電

気保安協会による点検。

２Ｆホール舞台裏 外調機 昭和鉄工㈱ CV－080EK 1 毎日、目視点検

２Ｆ機械室 外調機 昭和鉄工㈱ ZCV－050EK 1         〃

２ＦＯＡ室 室外機 ダイキン工業 RZYP40CBTルーム 1         〃

２Ｆホール舞台裏 空調機 昭和鉄工㈱ ZCH－220EK 1         〃

３Ｆ機械室 外調機 昭和鉄工㈱ ZCV－070EK 1         〃

３Ｆ調整室 室外機 ダイキン工業 RYJ112B 1         〃

４Ｆ機械室 全熱交換器 東洋空気調和(株) THR－U150B 1         〃

５Ｆ機械室 全熱交換器 東洋空気調和(株) THR－U150B 1         〃

５Ｆ機械室 膨張タンク (株)島倉鉄工所         〃

屋上 冷却塔 ㈱荏原シンワ SDW－U175ASSC 1         〃

薬注装置 栗田工業㈱ 1         〃

ＧＨＰ室外機 ﾔﾝﾏｰﾃﾞｨｰｾﾞﾙ㈱ YNZP560K1 4         〃

ＧＨＰ室外機 ﾔﾝﾏｰﾃﾞｨｰｾﾞﾙ㈱ YNZP280K1 3 毎日、目視点検

ＧＨＰ室外機 ﾔﾝﾏｰﾃﾞｨｰｾﾞﾙ㈱ YNZP450K1 3 毎日、目視点検

ＧＨＰ室外機 ﾔﾝﾏｰﾃﾞｨｰｾﾞﾙ㈱ YNZP355K1 1 毎日、目視点検

消火用補助水槽 森松工業㈱ ＭＰ 1 毎日、目視点検
高架水槽 森松工業㈱ ＭＰ 1         〃

１F委託業者控室 室外機 ダイキン工業 RTYJ－50BTルーム 1         〃

　　ＧＨＰ－9（口腔ｾﾝﾀｰ系統）

　　　 ＧＨＰ-1（2階系統）、ＧＨＰ-6、8、10（口腔ｾﾝﾀｰ系統）

　　ＧＨＰ-2、3（3階系統）、ＧＨＰ-5（4階系統）

　　ＧＨＰ-4（4階系統）、ＧＨＰ－11（4･5階系統）
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ウ　清掃作業実施基準

　　日常清掃は、休館日を除き毎日行うものとする。

　　月～金曜日　　全館及び管理敷地内を対象とする。

　　土曜日　　　　各入居団体事務室を除く館内を対象とする。

　　日曜日及び祝日　　介護すまいる館、会議室等日曜開館関連施設を対象とする。

エ 定期清掃作業実施基準
階 室　　　　　　　名 床材質 面積(㎡) 回数
1 風除室 御影石 15 3回以上

エントランスホール 御影石 245 3回以上
情報ラウンジ ＣＡＲ（Ｔ） 42 3回以上
介護すまいる館 ＣＡＲ（Ｔ） 444 3回以上
福祉人材センター ＣＡＲ（Ｔ） 150 2回以上
権利擁護センター（相談室を含む。） ＣＡＲ（Ｔ） 132 2回以上

2 県社協２階事務室（作業室、朗読室、ＯＡルームを含む。） ＣＡＲ（Ｔ） 333 2回以上
チャイルドルーム クッションＶＳ 51 2回以上
地域婦人会連合会事務室 ＣＡＲ（Ｔ） 48 1回以上
相談室１・２ ＣＡＲ（Ｔ） 24 3回以上
準備室１・２ ＣＡＲ（Ｔ） 31 3回以上
研修室１・２・３ ＣＡＲ（Ｔ） 150 3回以上
セミナーホール ＣＡＲ（Ｔ） 400 4回以上
ホワイエ ＣＡＲ（Ｔ） 125 3回以上

3 共同募金会事務室 ＣＡＲ（Ｔ） 102 1回以上
民生委員・児童委員協議会事務室 ＣＡＲ（Ｔ） 57 1回以上

県社協３階事務室（会長室、男女ロッカー室、倉庫を含む。） ＣＡＲ（Ｔ） 312 1回以上

老人クラブ連合会事務室 ＣＡＲ（Ｔ） 52 1回以上
社会福祉事業共助会事務室 ＣＡＲ（Ｔ） 45 1回以上
老人福祉施設協議会 ＣＡＲ（Ｔ） 23 1回以上
団体交流室１・２ ＣＡＲ（Ｔ） 50 1回以上
多目的実習室 ＶＳ（Ｄ） 100 3回以上

4 特殊歯科診療室 ＶＳ（Ｄ） 120 3回以上
前室 ＶＳ（Ｄ） 5 3回以上
個別診療室 ＶＳ（Ｄ） 12 3回以上
全身麻酔室 ＶＳ（Ｄ） 20 3回以上
回復室 ＶＳ（Ｄ） 18 3回以上
エックス線室 ＶＳ（Ｄ） 18 3回以上
消毒室 ＶＳ（Ｄ） 7 3回以上
受付・事務室 ＶＳ（Ｄ） 9 3回以上
待合室 ＶＳ（Ｄ） 16 3回以上
相談・機能訓練室 ＶＳ（Ｄ） 18 3回以上
研修室・情報管理室 ＣＡＲ（Ｔ） 72 1回以上
医局 ＣＡＲ（Ｔ） 34 1回以上
スタッフ室 ＣＡＲ（Ｔ） 17 1回以上
会議室１・２・３・４ ＣＡＲ（Ｔ） 214 3回以上
印刷・資材室 ＶＴ 48 2回以上

5 歯科医師会事務室 ＣＡＲ（Ｔ） 125 1回以上
会員控室 ＣＡＲ（Ｔ） 26 1回以上
応接室 ＣＡＲ（Ｔ） 29 1回以上
会長室 ＣＡＲ（ＴＴ） 46 1回以上
作業室 ＶＴ 18 1回以上
会議室１ ＣＡＲ（Ｔ） 50 1回以上
役員室 ＣＡＲ（Ｔ） 70 1回以上
国保等役員室 ＣＡＲ（Ｔ） 75 1回以上
会議室２・３ ＣＡＲ（Ｔ） 100 1回以上
歯科スタッフ室 ＣＡＲ（Ｔ） 10 1回以上

共通 Ａ階段 ＶＳ 210 3回以上
Ｂ階段 ＶＳ 250 3回以上
中央吹き抜け階段 ＣＡＲ（Ｔ） 50 3回以上
アトリウム 御影石 120 3回以上
廊下 ＣＡＲ（Ｔ） 430 3回以上
男女・多目的トイレ ＶＳ（Ｄ） 275 3回以上
湯沸室 ＶＳ 12 3回以上
エレベーターホール１階 御影石 15 3回以上
エレベーターホール２～５階 ＣＡＲ（Ｔ） 60 3回以上
ラウンジ ＣＡＲ（Ｔ） 180 3回以上
ガラスクリーニング 950 1回以上
サッシクリーニング 320 1回以上
照明器具清掃 1,700基 1回以上
吹出口・換気扇清掃 400基 1回以上

ＶＳ　　　　　　　：ビニール系シート張り（溶接工法）
ＶＳ（Ｄ）　　　　：ビニール系シート張り（デザインタイプ・溶接工法）
ＶＴ　　　　　　　：ビニール系タイル張り（ノンアスベストタイプ）
ＣＡＲ（Ｔ）　　　：タイルカーペット（500×500×7）
ＣＡＲ（ＴＴ）　　：じゅうたん敷き（毛足12・フェルト厚さ8）
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別紙８ 

埼玉県社会福祉総合センター管理要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、埼玉県社会福祉総合センター条例（平成１２年埼玉県条例第８０号。

以下「条例」という。）及び埼玉県社会福祉総合センター管理規則（平成１３年規則第３

１号。以下「規則」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（休業日以外の休日） 

第２条 条例第３条第２項の規定による休業日は、原則として毎月第１日曜日とする。 

２ 条例第３条第２項の規定により、知事が休業日以外の日に別に埼玉県社会福祉総合セ

ンター（以下「センター」という。）の休業日を定めることができる場合は、次の各号に

掲げる場合とする。 

 （１）施設、設備等の点検及び改修工事等によりやむを得ない場合 

 （２）非常災害等が生じた場合又は生じるおそれがある場合 

 （３）センター利用者の利便性の向上を図ることができる場合 

 （４）その他前各号に準じる場合 

３ 条例第１６条第１項に規定する指定管理者にセンターの管理に関する業務を行わせる

場合にあっては、埼玉県社会福祉総合センター指定管理者（以下「指定管理者」という。）

は、前項に規定する場合にあっては、事前に知事と協議をしなければならない。ただし、

やむを得ない事由により、事前の協議ができない場合は、休業日を決定後、速やかに理

由を付して知事に報告しなければならない。 

（利用時間） 

第３条 条例第４条に規定されるセンターの利用時間には、使用準備及び後片付けの時間

を含むものとする。 

（利用時間の変更） 

第４条 条例第４条の規定によりセンターの利用時間を変更することができる場合は、次

の各号に掲げる場合とする。 

 （１）施設、設備等の点検及び改修工事等によりやむを得ない場合 

 （２）非常災害等が生じた場合又は生ずるおそれがある場合 

 （３）やむを得ない使用の延長、繰上げがある場合 

 （４）その他前各号に準ずる場合 

２ 利用時間の変更は、第２条第３号の規定を準用する。 

（利用許可等の申請手続） 

第５条 規則第２条第１項の規定による申請を行おうとする者は、指定管理者へ申請書を

提出しなければならない。 

２ 前項の申請に係る受付時間は、月曜日から金曜日（祝日及び年末年始を除く。）の午前

９時から午後５時までとする。受付時間を変更しようとする場合は、指定管理者は事前

に知事と協議するものとする。 
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（許可の方法） 

第６条 知事（条例第１６条第１項に規定する指定管理者にセンターの管理に関する業務

を行わせる場合にあっては指定管理者。第２項、第７条第３号、第９条第１０号及び第

１３条において同じ。）は、規則第２条第１項の申請書を受理した日から２０日以内に許

可の可否を決定するものとする。 

２ 知事は、許可を決定した場合、速やかに規則第２条第４項による許可書を申請者に交

付しなければならない。 

（受付開始日の特例） 

第７条 規則第２条第３項の規定による必要があると認める場合は、次の各号に掲げる場

合とする。 

 （１）県が主催又は共催して行う事業 

 （２）彩の国すこやかプラザ入居団体が主催又は共催して行う事業 

 （３）その他知事が特に認めた場合 

（使用の不許可） 

第８条 条例第５条第２項各号の規定によりセンターの施設の利用を許可しない場合は、

次の各号に掲げる場合とする。 

 （１）危険物等を使用する催物で、災害発生のおそれがあると認められる場合 

 （２）センターの施設若しくは設備を損傷し、又はセンターの物品を亡失し、若しくは

損傷するおそれがあると認められる場合 

 （３）利用申請書等の記載事項に虚偽が認められた場合 

 （４）善良の風俗を乱すおそれがあると認められる場合 

 （５）集団的又は常習的に暴力若しくは不法行為を行うおそれがある組織の利益になる

と認められる場合 

 （６）主として物品の販売又は宣伝若しくはこれらに類することを目的とするためにセ

ンターを使用すると認められる場合 

 （７）その他前各号に準ずると認められる場合 

（利用者の遵守事項） 

第９条 条例第８条に定めるセンターの利用者の遵守事項は、次のとおりとする。 

 （１）規則第２条第４項により許可を受けた内容以外で、施設等を利用しないこと。 

 （２）許可なくセンターの附帯設備をセンター外に持ち出さないこと。 

 （３）許可なく壁、柱、扉等にポスター、看板、懸垂幕その他これらに類するものを掲

げ、若しくは張付け、又は文字等を書き、若しくは釘等を打たないこと。 

 （４）許可なく危険又は不潔な物品若しくは動物（盲導犬、介助犬及び聴導犬を除く。）

を持ち込まないこと。 

 （５）許可なく火気を使用し、又は特別の設備を設置しないこと。 

 （６）収容人数を超えて入場させ、又は入場しないこと。 

 （７）所定の場所以外で飲食し、又は喫煙しないこと。 
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 （８）許可なく寄附金の募集、物品の販売等を行わないこと。 

（９）騒音、大声等を発し、又は暴力をふるうなど他人の迷惑に及ぶ行為をしないこと。 

 （10）その他知事の指示に従うこと。 

（立入りの禁止等） 

第１０条 条例第１２条の規定により、立入りを拒み、又はセンターからの退去を命ずる

ことができる場合は、次の各号に掲げる場合とする。 

 （１）伝染性の疾病に罹患していると認められる場合又はその疑いがある場合 

 （２）他人に危害を及ぼし、又は秩序風俗を乱すおそれがあると認められる場合 

 （３）前条に定める利用者の遵守事項を守らない場合又はそのおそれがあると認められ

る場合 

 （４）その他前各号に準ずると認められる場合 

（使用料の減免） 

第１１条 条例第１４条の規定により使用料の減額又は免除を行うことができる場合は、

次の各号に掲げるとおりとし、その場合における使用料を減額できる額は、それぞれ、

当該各号に定めるところにより決定するものとする。 

 （１）県が主催する事業でセンターの設立目的に合致する事業（ただし、県が団体等に

委託するものを除く。）  免除 

 （２）彩の国すこやかプラザ入居団体が主催し、県が共催する事業でセンターの設立目

的に合致する事業 免除 

 （３）県が埼玉県社会福祉協議会に委託する事業で、条例第２条に定める業務に合致す

る事業 免除 

 （４）県が埼玉県社会福祉協議会を補助する事業で、条例第２条に定める業務に合致す

る事業 免除 

 （５）彩の国すこやかプラザ入居団体が行うセンター設立目的に合致する事業 半額 

 （６）次に定める基準に従い登録を行った社会福祉団体が行うセンター設立目的に合致

する事業 半額 

   ア 規約（団体の目的、組織等）を定めていること 

   イ 構成員の名簿等を作成していること 

   ウ 予算書、決算書等を作成していること 

   エ 事業概要等を作成していること 

         オ 団体活動が過去１年以上継続しており、今後も継続が見込まれる団体である 

こと 

   カ 組織及び活動に参加を希望するものが新たに加わることのできる団体であるこ

と 

   キ 団体の構成員が主として県民又は県内の団体等であり、県内を活動の拠点とし

ていること 
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（７）その他知事が特別に認めた場合 半額 

２ 前号第６号に定める登録の申請をしようとする団体は、様式第１号の登録申請書を知

事に提出しなければならない。登録申請の受付は、随時行うものとし、登録期間は、新

規登録にあっては２年以内で知事が指定する期間とする。登録の更新を希望する団体は、

登録期間終了前までに審査を受けるものとし、この場合の登録期間は３年とする。ただ

し、前号第６号に定める基準に該当しなくなったときは、登録を取り消すものとする。 

３ 規則第６条の規定により、使用料の減額又は免除を受けようとする者から、使用料減

額（免除）申請書（規則様式第３号）の提出があった場合には、乙は、第１項各号のい

ずれに該当するのかを意見を付し、甲へ使用料減額（免除）申請書を送付するものとす

る。 

（使用料端数の切捨て） 

第１２条 前条の使用料の減額を受けて１０円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨

てることとする。 

（損傷等の届け出） 

第１３条 センターの施設若しくは設備を損傷し、又はセンターの物品を亡失し、若しく

は損傷したときは、直ちにその旨及び理由を知事に届け出て、必要な指示を受けなけれ

ばならない。 

（その他） 

第１４条 この要領に定めるもののほか、センターの管理に必要な事項は、知事が別に定

める。 
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